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第１章 計画策定の趣旨等

１ 計画策定の趣旨

我が国の自殺者数は，平成10年に急増し，年間３万人を超える状況が続い

ていましたが，平成18年10月に「自殺対策基本法」（以下「基本法」という。）

が施行，平成19年６月に自殺総合対策大綱（以下「大綱」という。）が策定

され，「個人の問題」と認識されがちであった自殺は「社会の問題」と認識

されるようになり，自殺対策の総合的な推進の結果，平成22年には３万人を

切り，それ以降は減少傾向にあります。

本県においても，平成10年に500人を超えて以降，年間の自殺者数は500人

前後で推移していたところ，平成18年の507人をピークに減少傾向にありま

した。

しかしながら，新型コロナウイルス感染症の影響等により，令和４年は７

年ぶりに自殺者数が300人を超え，依然として年間で300人近い方が自ら命を

絶っていることから，深刻な事態が続いています。

このような状況の中，平成28年に改正基本法が施行され，「誰も自殺に追

い込まれることのない社会の実現」を目指して，全ての都道府県及び市町村

は，大綱及び地域の実情を勘案した自殺対策計画を策定することとされ，国

においては，令和４年10月に新たな大綱が閣議決定されたところです。

改正基本法及び新しい大綱の趣旨を踏まえて，関係機関や関係団体と連携

を図り，総合的な自殺対策を推進し，「誰も自殺に追い込まれることのない

鹿児島県の実現」を目指して，今回，令和６年度から令和10年度までを計画

期間とする「鹿児島県自殺対策計画」（以下「本計画」という。）を策定す

ることとしました。

２ 計画の位置づけ

本計画は，改正基本法第13条第１項の規定に基づき，新たな大綱及び本県

の実情を踏まえた自殺対策を推進するために策定するものです。

また，かごしま未来創造ビジョン，健康かごしま２１と整合性を図るもの

とします。

３ 計画の期間

本計画の期間は，令和６年度から令和10年度までの５年間とします。

ただし，取組の進捗状況や本県の自殺の実態，社会情勢の変化を踏まえ，

必要に応じて見直しを行います。
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４ 計画の数値目標

国は，大綱において，令和８年までに，人口10万人当たりの自殺者数（以

下「自殺死亡率」という。）を平成27年と比べて30％以上減少させることを

目標として定めています。

本計画では，計画期間の最終年となる令和10（2028）年までに，平成27（2

015）年の自殺死亡率19.0と比べて30％以上減の13.3以下を目標とします。

（人口 10 万人当たりの自殺者数）

現状値 目標値

平成27年

（2015年）

令和８年

（2026年）

令和10年

（2028年）

自殺死亡率 １９．０ １３．３以下 １３．３以下
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第２章 本県における自殺の状況

１ 自殺者数の推移

本県の自殺者数は，平成10年（1998年）以降，500人前後で推移してい

ましたが，平成18年（2006年）以降は減少傾向にあります。

しかし，令和４年では令和３年に比べ65人増加しており，年間で300人

を超える方が自殺で亡くなっていることから，非常に深刻な状況にありま

す。

図１【鹿児島県】自殺者数の推移（平成７～令和４年）

（資料：人口動態統計）

２ 自殺死亡率の推移

本県の自殺死亡率は，全国の自殺死亡率と同様に減少傾向にありますが，

全国に比べてやや高い状況です。

特に本県の男性の自殺死亡率は，多くの年齢階級で全国の男性と比べて

高くなっています。中でも80歳以上では，全国に比べ約1.5倍と，高くな

っています。

女性については，30歳代で全国の自殺死亡率を約1.4倍上回っています。
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図２－１【全国・鹿児島県】自殺死亡率（人口10万対）の推移（平成７～令和４年）

（全国：破線，本県：実線）

（資料：人口動態統計）

図２－２【鹿児島県】年齢階級別自殺死亡率（人口10万対）の推移

（平成29～令和４年）

（資料：人口動態統計）
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図２－３【全国・鹿児島県】自殺死亡率：男性（人口10万対）（令和４年）

（資料：人口動態統計）

図２－４【全国・鹿児島県】自殺死亡率：女性（人口10万対）（令和４年）

（資料：人口動態統計）
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３ 年齢階級別自殺者数の推移（平成25～令和４年）

本県の年代別自殺者数は，40歳代から80歳以上の中高年に多くなってい

ます。令和４年の自殺者数が令和３年に比べ，30歳代を除く全ての年代で

増加しています。

図３－１【鹿児島県】年齢階級別自殺者数の推移（平成25～令和４年）

（資料：人口動態統計）
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図３－２【鹿児島県：男性】年齢階級別自殺者数の推移（平成25～令和４年）

（資料：人口動態統計）

図３－３【鹿児島県：女性】年齢階級別自殺者数の推移（平成25～令和４年）

（資料：人口動態統計）
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４ 年齢階級別死因順位（令和４年）

また，令和４年においては，10歳代から30歳代までの死因の第１位が自

殺となっています。

表１【鹿児島県】死因順位別にみた年齢階級別死亡数（令和４年）

（資料：人口動態統計）

５ 職業別自殺者数の推移（平成30～令和４年）

職業別では，有職者（「自営業・家族従事者」と「被雇用者・勤め人」）

が最も多く，次いで，「年金・雇用保険等生活者」「その他の無職者」が多

くなっています。

「失業者」，「その他の無職者」で減少傾向にありますが，全体的に増加

傾向にあります。なお，「学生・生徒等」は，増加幅が大きい状況です。

表２【鹿児島県】職業別自殺者数 対平成30年増減率

※R4年より，「自営業・家族従事者」と「被雇用者・勤め人」は「有職者」となった

（資料：自殺統計）

死因 死亡数 死因 死亡数 死因 死亡数 死因 死亡数 死因 死亡数

０～９
循環器系の先
天奇形

7
敗血症など
他２要因

3
悪性新生物
＜腫瘍＞
など他５要因

2
その他の内分泌，栄

養及び代謝疾患など
他５要因

1

１０～１９ 自殺 13
悪性新生物＜
腫瘍＞

3
敗血症など他
９要因

1

２０～２９ 自殺 27 不慮の事故 6
悪性新生物＜
腫瘍＞

5
その他の内分泌・栄養
及び代謝疾患，心疾
患（高血圧性を除く）

3
敗血症など他
３要因

2

３０～３９ 自殺 31
悪性新生物＜
腫瘍＞

19
心疾患（高血圧性
を除く），不慮の事
故

10 肺疾患 9
その他の神経系
の疾患，脳血管
疾患

5

４０～４９
悪性新生物
＜腫瘍＞

79 自殺 45
心疾患（高血圧性
を除く），脳血管疾
患

24

その他の症状，徴候及び
異常臨床所見・異常検査
所見で他に分類されない
もの

21 肝疾患 17

５０～５９
悪性新生物
＜腫瘍＞

212 心疾患（高血圧
性を除く）

76 脳血管疾患 61 自殺 52 不慮の事故 29

６０～６９
悪性新生物
＜腫瘍＞

729 心疾患（高血圧
性を除く）

194 脳血管疾患 105

その他の症状，徴候及び
異常臨床所見・異常検査
所見で他に分類されない
もの

72 不慮の事故 71

７０～７９
悪性新生物
＜腫瘍＞

1,474 心疾患（高血圧
性を除く）

429 脳血管疾患 281
その他の呼吸器
系の疾患

220 肺　　　炎 153

８０～
悪性新生物
＜腫瘍＞

2,795
心疾患（高血圧
性を除く）

2,768 老　　　衰 2,679 脳血管疾患 1,379 肺　　　炎 1,242

年齢階級
第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

H30
（人）

R4
（人）

対H30増減率
（％）

自営業・家族従事者 23
被雇用者・勤め人 83
学生・生徒等 4 14 250.0%
主婦 13 20 53.8%
失業者 14 5 -64.3%
年金・雇用保険等生活者 86 108 25.6%
その他の無職者 53 44 -17.0%
不詳 2 5 150.0%

120 13.2%
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図４【鹿児島県】職業別自殺者数の推移（平成30～令和４年）

※R4年から「自営業・家族従事者」＋「被雇用者・勤め人」は「有職者」としている

（資料：自殺統計）

６ 原因・動機別自殺者数の推移（平成30～令和４年）

原因・動機では，平成30～令和４年いずれも，「健康問題」が最も多く，

次いで「家庭問題」や「経済・生活問題」，「勤務問題」となっています。

自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しており，様々な要因

が連鎖する中で起きているため，１つの原因だけで自殺に至るものではあ

りません。
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図５【鹿児島県】原因・動機別自殺者数の推移（平成30～令和４年）

※R4年から統計要領が変更になり，主な自殺原因を 4つまで複数計上できるようになっ

た。実際の自殺者数と合計自殺者数は一致しない。また，「男女問題」は「交際問題」

となった。

（資料：自殺統計）

《参考》人口動態（厚生労働省）と自殺統計（警察庁）の違いについて

区分 調査対象 調査時点 事務手続き

人口動態統計

（厚生労働省）

日本における日

本人

住所地を基に死亡時

点

自殺，他殺または事故死のいずれか不明のと

きは，自殺以外で処理しており，死亡診断書

等について作成者から自殺の旨訂正報告がな

い場合は，自殺に計上していない。

自殺統計

（警察庁）

総人口

（日本における

外国人も含む）

発見地を基に自殺死

体発見時点（正確に

は認知）

捜査等により，自殺であると判明した時点

で，自殺統計原票を作成し，計上している。
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７ 同居人の有無別自殺者数（令和４年）

令和４年における同居人別の自殺の状況について，自殺統計によれば，

男女とも，ほぼ全ての年齢階級で同居人「あり」が多くなっています。

図６－１【鹿児島県：男性】同居人の有無別自殺者数の構成割合（令和４年）

（資料：自殺統計）

図６－２【鹿児島県：女性】同居人の有無別自殺者数の構成割合（令和４年）

（資料：自殺統計）
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８ 自殺未遂の状況（平成30～令和４年）

自殺者の自殺未遂歴の有無について，自殺統計によれば，全体の約２割

が自殺未遂歴「あり」となっています。

図７【鹿児島県】自殺未遂歴の有無別自殺者数の割合（平成30～令和４年）

（資料：自殺統計）

９ 障害保健福祉圏域※１別の自殺者数の推移（令和２～４年）

障害保健福祉圏域別では，姶良・伊佐圏域，熊毛圏域においてほぼ横ば

いであるものの，その他の圏域においては増加傾向にあります。

図８【鹿児島県】障害保健福祉圏域別自殺者数の推移（令和２～４年）※２
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※１ 障害保健福祉圏域は，県地域振興局・支庁の所管区域を単位としています。

※２ 厚生労働省の人口動態調査の調査票情報を利用し独自集計をしているため，

公表数値とは一致しない場合があります。

10 対策が優先されるべき対象群

本県における平成29年～令和３年の５年間の自殺者（計1,437人）で，

自殺者が多い属性（性別×年代別×仕事の有無別×同居人の有無別）は，

以下の５区分となっています。この結果から，本県が重点的に対策を講じ

る必要がある対象は，「高齢者」，「生活困窮者」，「被雇用者・勤め人」，「子

ども・若者」，「女性」の５つとなります。

表３ 鹿児島県の主な自殺の特徴

（資料：いのち支える自殺対策推進センター「自殺実態プロファイル」）

※１ 自殺率の母数（人口）は，令和２年国勢調査を元に，いのち支える自殺対策推進セ

ンターにて推計

※２ 「背景にある主な自殺の危機経路」は，あくまでも，該当する性・年代等の特性に

応じ，全国的に見て体表的と考えられる「自殺の経路」を示すものであり，提示され

た経路が唯一のものではありません。

自殺者数
５年計(人)

割合
(％)

自殺率※1

(10万対)

1 211 14.7 36.9

2 153 10.6 99.1

3 150 10.4 21.9

4 117 8.1 13.2

5 79 5.5 18.5

男性60歳以上無職
同居人なし

失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→
将来生活への悲観→自殺

女性60歳以上無職
同居人あり

身体疾患→病苦→うつ状態→自殺

男性20～39歳以下有
職

同居人あり

職場の人間関係／仕事の悩み（ブラック企
業）→パワハラ＋過労→鬱状態→自殺

男性40～59歳有職
同居人あり

配置転換→過労→職場の人間関係の悩み
＋仕事の失敗→うつ状態→自殺

上位５区分 背景にある主な自殺の危機経路例※2

男性60歳以上無職
同居人あり

失業（退職）→生活苦＋
介護の悩み（疲れ）＋身体疾患→自殺

圏域名 圏域を構成する市町村名

鹿児島 鹿児島市，日置市，いちき串木野市，三島村，十島村

南薩 枕崎市，指宿市，南さつま市，南九州市

北薩 阿久根市，出水市，薩摩川内市，さつま町，長島町

姶良・伊佐 霧島市，伊佐市，姶良市，湧水町

大隅 鹿屋市，垂水市，曽於市，志布志市，大崎町，東串良町，

錦江町，南大隅町，肝付町

熊毛 西之表市，中種子町，南種子町，屋久島町

奄美 奄美市，大和村，宇検村，瀬戸内町，龍郷町，喜界町，

徳之島町，天城町，伊仙町，和泊町，知名町，与論町
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第３章 自殺対策の基本方針

令和４年（2022年）10月に閣議決定された新たな自殺総合対策大綱の基本

方針と地域の実情を踏まえて，本県では，以下の６つの基本方針に基づいて

自殺対策を推進します。

１ 生きることの包括的な支援として推進

２ 関連施策との連携を強化した総合的な自殺対策の推進

３ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動

４ 実践と啓発を両輪として推進

５ 関係者の役割の明確化及び関係者の連携・協働を推進

６ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮

１ 生きることの包括的な支援として推進

個人においても地域においても，自己肯定感や信頼できる人間関係，危

機回避力等の「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より，失

業や多重債務，生活苦等の「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」

が上回ったときに自殺リスクが高まります。

そのため，自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて，

「生きることの促進要因」を増やす取組を行い，双方の取組を通じて自殺リ

スクを低下させる方向で推進する必要があります。自殺防止や遺族支援とい

った狭義の自殺対策だけでなく，「生きる支援」に関する地域のあらゆる取

組を総動員し，まさに「生きることの包括的な支援」として推進することが

重要です。

この考え方は、「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を

目指す世界共通の目標であるＳＤＧｓの理念と合致するものであることか

ら、自殺対策は、ＳＤＧｓの達成に向けた政策としての意義も持ち合わせる

ものです。

２ 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開

自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自

殺を防ぐためには，精神保健的な視点だけでなく，社会・経済的な視点を含

む包括的な取組が重要です。また，このような包括的な取組を実施するため

には，様々な分野の施策，人々や組織が密接に連携する必要があります。

自殺の要因となり得る孤独孤立，生活困窮，児童虐待，性暴力被害，ひ

きこもり，性的マイノリティ等，関連の分野においても同様の連携の取組が

展開されています。連携の効果を更に高めるため，そうした様々な分野の生
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きる支援にあたる人々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を

共有することが重要です。

とりわけ，地域共生社会の実現に向けた取組や生活困窮者自立支援制度

などとの連携を推進することや，精神科医療，保健，福祉等の各施策の連動

性を高めて，誰もが適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにす

ることが重要です。

３ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動

自殺対策は，社会全体の自殺リスクを低下させる方向で，「対人支援のレベ

ル」，「地域連携のレベル」，「社会制度のレベル」，それぞれにおいて強力に，か

つそれらを総合的に推進することが重要です。

これは、県民の暮らしの場を原点としつつ、「様々な分野の対人支援を強化す

ること」と、「対人支援の強化等に必要な地域連携を促進すること」、更に「地

域連携の促進等に必要な社会制度を整備すること」を一体的なものとして連動

して行っていくという考え方（三階層自殺対策連動モデル）です。

また，自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」と，現に起

こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」，それに自殺や自殺未遂が

生じてしまった場合等における「事後対応」の，それぞれの段階において施策

を講じる必要があります。

加えて，「自殺の事前対応の更に前段階での取組」として，学校において，

児童生徒等を対象とした，いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進す

ることも重要とされています。
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図 三階層自殺対策連動モデル（いのち支える自殺対策推進センター資料）

４ 実践と啓発を両輪として推進

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが，

危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があり，そうした心情や

背景への理解を深めることも含めて，危機に陥った場合には誰かに援助を求

めることが適当であるということが，地域全体の共通認識となるように積極

的に普及啓発を行うことが重要です。

全ての県民が，身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに

早く気づき，精神科医等の専門家につなぎ，その指導を受けながら見守って

いけるよう，メンタルヘルスへの理解促進も含め，広報活動，教育活動等に

取り組んでいくことが必要です。

５ 関係者の役割の明確化及び関係者の連携・協働の推進

「誰も自殺に追い込まれることのない鹿児島県」を実現するためには，国，

県内市町村，関係団体，民間団体，企業，県民等が連携・協働して県を挙げ

て自殺対策を総合的に推進することが必要です。そのため，それぞれの主体

が果たすべき役割を明確化，共有化した上で，相互の連携・協働の仕組みを

構築することが重要です。

具体的には，県，県内市町村には，「地域の状況に応じた施策を策定し、

実施する」責務があります。また関係団体や民間団体，企業には，それぞれ

の活動内容の特性等に応じて「積極的に自殺対策に参画する」ことが求めら
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れ，県民にも「自殺が社会全体の問題であり我が事であることを認識し，誰

も自殺に追い込まれることのない社会の実現のため，主体的に自殺対策に取

り組む」ことが期待されます。

また、地域においては、県，県内市町村，民間団体の相談窓口及び相談者

の抱える課題に対応する制度や事業を担う支援機関（自殺予防情報センター，

精神保健福祉センター、保健所等）とのネットワーク化を推進することが重

要となります。

６ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮

県、市町村，民間団体等の自殺対策に関わる者は、自殺者及び自殺未遂者

並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、不当に侵害

することのないよう、このことを認識して自殺対策に取り組む必要がありま

す。
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第４章 基本施策
基本施策は，地域自殺対策推進センターが取りまとめている「地域自殺対策

政策パッケージ」において，「全国的に実施することが望ましい」とされてい

る５項目に取り組みます。

表 基本施策の項目一覧（地域自殺対策政策パッケージ）

なお，以下の事業は，自殺対策に資する事業の一部を記載しています。実施

する全ての基本施策は，資料編の「基本施策における自殺対策に資する事業一

覧」に掲載しています。

また，本計画の進捗状況を評価するため，いくつか評価指標を設定します。

１ 住民への啓発と周知

自殺に追い込まれるという危機は，「誰にでも起こりうる危機」ですが，

危機に陥った人の心情や背景が理解されにくいことから，そうした心情や

背景への理解を深めることも含め，危機に陥ったときは，誰かに援助を求

めていいということが共通認識となるように，様々な普及啓発活動を行い

ます。

○ 人権フェスタへの参加者に自殺対策関連のリーフレット配布を通じ

て，自殺対策の啓発を図ります。（男女共同参画局）

○ 自立相談支援機関窓口において，必要に応じて自殺対策関連相談先一

覧等を配付します。（くらし保健福祉部）

○ 各種研修会等にて，自殺対策等に係るリーフレットを配布します。（く

らし保健福祉部）

○ 視聴覚障害者情報センターや障害者自立交流センターに，自殺対策に

係るリーフレット等を設置します。（くらし保健福祉部）

番号 項目名

１ 住民への啓発と周知

２ 生きることの促進要因への支援

３ 地域におけるネットワークの強化

４ 自殺対策を支える人材の育成

５ 市町村等への支援の強化
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○ 自殺予防週間（９月１０日～９月１６日）において，相談窓口等を記

載したリーフレット等を作成，県内各地の街頭で配布し，自殺対策に

ついての普及啓発を行います。（くらし保健福祉部）

○ 自殺対策強化月間（３月）において，県の広報媒体や関係団体の広報

媒体を活用し，自殺対策についての普及啓発を行います。

（くらし保健福祉部）

○ 精神保健福祉センターで実施している依存症専門相談や依存症家族教

室において，自殺対策に係る相談窓口を記載したリーフレット等を配

布します。（くらし保健福祉部）

２ 生きることの促進要因への支援

自殺対策は，「生きることの阻害要因」（失業や多重債務，生活苦等）を

減らす取組に加えて，「生きることの促進要因」（自己肯定感や信頼できる

人間関係等）を増やす取組を行い，双方の取組により，自殺リスクを低下

させる方向で推進する必要があります。

そのため，本県においては，「生きる支援」に関する地域のあらゆる取

組を総動員して自殺対策を推進します。

○ 借金・債務整理に関する無料法律相談会を開催し，無料法律相談のほ

か，精神保健福祉窓口と連携し，多重債務やギャンブル等依存症によ

り精神的な不安を抱えている方を対象とした「こころの悩み相談」を

行います。（男女共同参画局）

○ 難病相談・支援センターにおいて，難病患者やその家族からの相談に

対応するとともに，相談員が相談者の自殺のリスクを早期に発見し，

必要に応じて他の相談支援機関につなげられるよう，相談員に対して

自殺対策に関する情報を提供します。（くらし保健福祉部）

○ 県民の精神的不安等のこころの悩みについて，電話による相談を受け，

相談員や専門医等による適切なカウンセリングを行います。

（くらし保健福祉部）

○ 障害者スポーツ教室や県障害者スポーツ大会に参加することにより，

スポーツの楽しさや，その能力を発揮するとともに，他の参加者との

-19-



交流が生まれることにより社会参加の意欲を高めます。

（くらし保健福祉部）

○ 救急告示医療機関および精神科医療機関，警察，消防等と調整・検討

を行い，自殺未遂者を把握し，市町村と連携し，適切な支援につなげ，

自殺の再企図の防止に努めます。（くらし保健福祉部）

○ 自殺未遂者支援に携わる関係者を対象として，自殺未遂者対策に関す

る研修会を行います。（くらし保健福祉部）

○ 精神保健福祉センター及び自殺予防情報センター（地域自殺対策推進

センター）において，大切な人を自死によって亡くされた方に関する

相談を受け付けるほか，分かちあいの会を開催します。（くらし保健福

祉部）

○ 大切な人を自死によって亡くされた方への支援に携わる関係機関職員

に対して，支援に関する研修を行います。（くらし保健福祉部）

○ 自死が発生した際に起こりうる心身の変化や対処法など心理的な情報

を伝える心理教育を，児童生徒や教職員，保護者に対して行います。

（教育委員会）

○ 自死遺族から心理的なケアの希望が出た場合には，スクールカウンセ

ラースーパーバイザー等が心理的支援を行います。また，亡くなった

子どものきょうだいに対しても，きょうだいの在籍する学校と連携し，

同様に支援します。（教育委員会）

○ 自殺に関連した業務に従事する者に対して，遺族等からの意見を踏ま

えつつ，遺族等に寄り添った適切な対応等に関する知識の普及を推進

します。（警察本部）

○ 児童生徒が問題や悩みを抱えた時にどのような方法で助けを求めるか

など具体的かつ実践的な方法を身に付けるための教育を行うとともに，

教職員や保護者に対するＳＯＳの受け止め方についても啓発を行いま

す。（教育委員会）

○ 各保健所において，市町村に対し，ＳＯＳの出し方教育に関する助言，
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指導等を行います。（くらし保健福祉部）

３ 地域におけるネットワークの強化

自殺対策が最大限その効果を発揮し，「誰も自殺に追い込まれることのな

い鹿児島県」を実現するため，県，市町村，関係団体，民間団体，企業，

県民等が連携・協働して，自殺対策を総合的に推進します。

○ 保健・医療・福祉・教育・労働等の行政機関・関係団体で構成され，

総合的な自殺対策を推進していくため，総合的な自殺対策を協議する

目的で設置された「鹿児島県自殺対策連絡協議会」において，本計画

の進捗状況を評価するとともに，構成団体と連携した取組の検討など

を行うことにより，より効果的な自殺対策の推進を図ります。

（くらし保健福祉部）

○ 自殺対策に関連する庁内各課から構成される「鹿児島県自殺対策庁内

連絡会議」において，関係情報や課題等を共有し，相互に連携を図る

ことにより，全庁的に自殺対策を推進します。（くらし保健福祉部）

○ 各保健所において，市町村が実施する自殺対策関係会議等に参加し，

情報提供や助言等を行うとともに，必要に応じて保健所単位で管内市

町村を対象とした自殺対策関係の連絡会等を実施し，ネットワークの

強化を図ります。（くらし保健福祉部）

○ 自殺対策に関連する団体が設立された際に，自殺対策担当課へ情報提

供を行うことで官民の連携を推進します。（男女共同参画局）

○ 自立相談支援機関において，自殺リスクの高い住民情報を把握した際

「鹿児島県自殺対策連絡協議会」構成委員

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科/県医師会/県薬剤師会/県精神保健福祉協

議会/県看護協会/県弁護士会/鹿児島労働局/県中小企業団体中央会/鹿児島産

業保健総合支援センター/株式会社鹿児島讀賣テレビ/鹿児島いのちの電話協

会/特定非営利活動法人ネットポリス鹿児島/鹿児島市保健所/県町村会/県消防

長会/県民生委員児童委員協議会/県老人クラブ連合会/県教育庁高校教育課/県
警察本部生活安全部生活安全企画課/県立姶良病院/県精神保健福祉センター/
県保健所長会/県くらし保健福祉部 （令和５年度）
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に，自殺対策関連リーフレットを配布するとともに，必要に応じて自

殺対策窓口へ同行するなど，相互に連携を図り適切に支援します。

（くらし保健福祉部）

○ 各保健所及び関係機関において，難病患者やその家族に対する相談・

指導・助言等を実施する中で，自殺のリスクを早期に発見し，関係機

関と連携した支援ができる体制を整備します。（くらし保健福祉部）

４ 自殺対策を支える人材の育成

自殺対策においては，様々な悩みや生活上の困難を抱える人に対しての

早期の「気づき」が重要であることから，幅広い分野の専門家や関係者，

県民に対して研修を開催し，自殺対策に係る人材やゲートキーパー（※１），

心のサポーター（※２）等の育成を推進します。

○ 看護職員に対する研修の内容に，必要に応じて自殺対策や看護職員自

身の心の健康づくりに関する視点を盛り込みます。（くらし保健福祉部）

○ 内科等のかかりつけ医に対し，うつ病対応力向上を目的とした研修を

実施し，うつ病等精神疾患の早期発見・早期治療による一層の自殺対

策の推進を図ります。（くらし保健福祉部）

○ 各保健所において，若年層（３９歳以下）の自殺対策に携わるゲート

キーパー養成研修を行います。（くらし保健福祉部）

○ 自殺予防情報センター（地域自殺対策推進センター）において，自殺対策

関係者を対象として，自殺対策関係者研修を行います。（くらし保健福祉部）

※１ ゲートキーパーとは，自殺の危険を示すサインに気づき，適切な対

応（悩んでいる人に気づき，声をかけ，話を聞いて，必要な支援につな

げ，見守る）を図ることができる人のことで，言わば「命の門番」とも位

置付けられる人のことです。 （厚生労働省ホームページより）

※２ 心のサポーターとは，メンタルヘルスやうつ病や不安など精神疾患

への正しい知識と理解を持ち、メンタルヘルスの問題を抱える家族や同僚

等に対する傾聴を中心とした支援者のことです。 （厚生労働省ホームペ

ージより）
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○ 県政出前セミナーにおいて，「自殺対策について」をテーマとして実

施することにより，地域におけるゲートキーパー養成と普及啓発を図

ります。（くらし保健福祉部）

○ サービス付き高齢者向け住宅の事業主が実施する職員研修の内容に，

自殺対策に関する視点を盛り込むよう依頼します。（土木部）

５ 市町村等への支援の強化

市町村において，ＰＤＣＡサイクルに沿って自殺対策に取り組むための

有用な情報の提供や地域の自殺の実態に関する情報分析や提供，市町村の

計画の進捗状況や課題等を把握し，更なる地域における自殺対策の推進を

図ります。

○ 自殺対策に関わる行政，関係機関・団体，県民等が地域の様々な資源

の現状と相互の役割を理解し，目指すべき地域のあり方を共有しなが

ら取り組む，仕組み作りを促進します。（くらし保健福祉部）

○ 市町村における自殺対策計画の策定・見直しに関する技術的支援の調

整を図ります。（くらし保健福祉部）

○ 各保健所において，市町村が実施する自殺対策関係会議等に参加し，

情報提供や助言等を行うとともに，必要に応じて保健所単位で管内市

町村を対象とした自殺対策関係の連絡会等を実施し，ＰＤＣＡサイク

ルに沿った取組を支援します。（くらし保健福祉部）

○ 自殺未遂者支援に携わる関係者を対象として，自殺未遂者対策に関す

る研修会を行います。（くらし保健福祉部）（再掲）

○ 大切な人を自死によって亡くされた方への支援に携わる関係機関職員

に対して，支援に関する研修を行います。（くらし保健福祉部）（再掲）
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６ 評価について

以下の評価指標において，目標値を設定し，本計画の進捗状況を評価し

ます。

※ 自殺総合対策大綱をもとに設定しています。

評価指標 現状 目標 備考

「ゲートキーパー」の認知度 － １／３以上※
県政出前セミナー
でのアンケート等

「自殺予防情報センター」，「こころの
電話」の認知度

－ ２／３以上※
県政出前セミナー
でのアンケート等

評価指標 現状 目標 備考

自殺未遂者支援関係者研修会の開
催回数

０回
（令和４年度）

１回以上/年
（令和10年度）

県実施事業

評価指標 現状 目標 備考

県自殺対策連絡協議会の開催回数
１回

（令和４年度）
２回以上

（令和10年度）
県実施事業

県自殺対策庁内連絡会議の開催回
数

０回
（令和４年度）

２回以上
（令和10年度）

県実施事業

評価指標 現状 目標 備考

保健所における若年層向けゲート
キーパー養成研修の開催回数

９回
（令和４年度：保

健所全体）

20回以上
（令和10年度：保

健所全体）
県実施事業

自殺対策関係者研修会
２回

（令和４年度）
２回以上

（令和10年度）
県実施事業

県政出前セミナー開催回数
３回

（令和４年度）
10回以上

（令和10年度）
県実施事業

評価指標 現状 目標 備考

庁外関係者を含む会議体を設置し，かつ年１
回以上開催している市町村数

※R5.12月
集計予定

43市町村
（令和10年度）

自殺対策進捗状
況調査

３　地域におけるネットワークの強化

４　自殺対策を支える人材の育成

１　住民への啓発と周知

２　生きることの促進要因への支援

５　市町村等への支援の強化
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第５章 重点施策
自殺の現状やいのち支える自殺総合対策推進センターが本県の自殺の実態を

分析した「自殺実態プロファイル」等において，本県が特に重点的に対策を講

じる必要がある課題となっている「高齢者」，「生活困窮者」，「被雇用者・勤め

人」の３つ（※1）に加えて，死因の第１位が自殺となっている（※2）「子ども

・若者」や，自殺未遂者などの「ハイリスク者」，「女性」を含む６つの重点課

題について，主に以下の施策に取り組みます。

なお，以下の事業は，重点課題への対策に資する事業の一部を記載していま

す。実施する全ての重点施策は，資料編の「重点施策における自殺対策に資す

る事業一覧」に掲載しています。

また，本計画の進捗状況を評価するため，いくつか評価指標を設定します。

（※１ 第２章Ｐ13 「10 対策が優先されるべき対象群」参照）

（※２ 第２章Ｐ８ 「４ 年齢階級別死因順位」参照）

１ 高齢者に対する取組

（１）県民一人ひとりの気づきと見守りを促す取組

○ 老人クラブ連合会，民生委員児童委員協議会や食生活改善推進員協議

会など，地域活動を行う団体と協力・連携しながら，各団体へ出向い

ての説明やリーフレット等の配布を通じ，自分のまわりにいるかもし

れない自殺を考えている高齢者の存在に気づき，思いに寄り添い，声

をかけ，話を聞き，必要に応じて専門家につなぎ，見守っていくとい

う県民一人ひとりの役割等について意識が共有されるよう啓発します。

（くらし保健福祉部）

○ 日頃から高齢者の生きがいづくり等に関わっている「高齢者元気ふれ

あい推進員」へ各種相談窓口を記載したリーフレットを配布し，周知

広報を促進します。（くらし保健福祉部）

（２）自殺対策に関わる人材の確保，養成及び資質の向上を図る取組

○ 地域包括支援センターの業務に携わる職員等に対し，相談者の抱える

悩みに早期に気づき，支援へとつなぐ方策等の研修を実施するなど，

地域包括支援センターの機能強化を図ります。（くらし保健福祉部）

○ 独居高齢者や認知症の人などに対する見守りネットワークは，日常生

活の安心につながることから，生活支援コーディネーターや協議体を

活用して互助を基本とした生活支援等のサービスが整備されるよう，
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市町村が配置している生活支援コーディネーターの活動支援や資質向

上に取り組みます。（くらし保健福祉部）

○ 認知症について正しく理解し，地域や職域において認知症の人と家族

を応援する認知症サポーターの養成を推進します。（くらし保健福祉部）

○ サービス付き高齢者向け住宅の事業主が実施する職員研修の内容に，

自殺対策に関する視点を盛り込むよう依頼します。（土木部）（再掲）

（３）心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する取組

○ 「介護予防に資する住民主体の通いの場」等，身近な地域で高齢者が

健康づくりや社会参加活動を通じて自主的に介護予防に取り組めるよ

うに，介護予防につながる活動の地域全体での取組を推進します。

（くらし保健福祉部）

（４）社会全体の高齢者の自殺リスクを低下させる取組

○ 県内の全保健医療圏において，高齢者を中心とした医療と介護が必要

な方の入院から在宅への移行等が円滑に進むよう，入退院調整ルール

に係る関係者による協議を支援するなど，関係者のネットワークの構

築に努めます。（高齢者生き生き推進課）

○ 高齢者の状態像に合わせた介護予防の取組や地域づくりなど，地域の

実情に応じた仕組みを関係者とデザインするため，研修会や伴走支援

等を実施するとともに，アドバイザーを派遣し地域ケア会議の充実・

強化を図ります。（くらし保健福祉部）

○ 高齢者を含むグループが行う互助活動等や，幅広い世代の方が行う高

齢者の生活支援に係るボランティア活動等に対し，地域商品券等に交

換できるポイントを付与する取組により，高齢者を地域全体で支える

活動を促進します。（くらし保健福祉部）

○ 老人クラブの活動助成を行うことで老人クラブの活性化を図り，生き

がいづくりや健康づくりのほか，地域社会の担い手としての活動を促

進します。（くらし保健福祉部）

○ 行政機関や民間支援団体等と協働し，ひきこもり状態にある方や家族

への支援に努め，相談件数等の拡充に努めます。（くらし保健福祉部）
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○ ひきこもり状態にある高齢者への支援として，より身近な地域におい

て対応できるように，市町村が相談窓口を設置し，支援を受けられる

体制の整備を促進します。（くらし保健福祉部）

○ 単位老人クラブでの会議等において，自殺対策の内容を盛り込み，正

しい知識を普及します。（くらし保健福祉部）

２ ハイリスク者（自殺未遂者等）に対する取組

（１）自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取組

○ 救急告示医療機関および精神科医療機関，警察，消防等と調整・検討

を行い，自殺未遂者を把握し，市町村等関係機関と連携し，適切な支援

につなげ，自殺の再企図の防止に努めます。（くらし保健福祉部）（再掲）

○ 精神科病院における患者の自殺を防止するため，病院の取組について

指導監督を行います。（くらし保健福祉部）

○ 救急告示病院等に搬送された自殺未遂者や精神障害者について，精神

科医のいない状況でも安全な初期治療ができることを目指して実施され

るＰＥＥＣ研修会の開催を支援します。（くらし保健福祉部）

※ ＰＥＥＣ（ピーク）とは，

「Ｐsychiatric Ｅvaluation in Ｅmergency Ｃare（救急医療に

おける精神科的評価）」の略

（２）遺された人への支援を充実する取組

○ 精神保健福祉センター及び自殺予防情報センターにおいて，大切な人

を自死によって亡くされた方に関する相談を受け付けるほか，分かち

あいの会を開催します。（くらし保健福祉部）（再掲）

○ 大切な人を自死によって亡くされた方への支援に携わる関係機関職員

に対して，支援に関する研修を行います。（くらし保健福祉部）（再掲）

（３）大規模災害等の被災者の心の健康を支援する環境整備と，心の健康を推

進する取組

○ 自然災害等が発生した場合、被災地域の精神保健医療機能が一時的に
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低下し，さらに災害ストレス等により新たに精神的問題が生じる等，

精神保健医療への需要が拡大することから，被災地域の精神保健医療

ニーズの把握，他の保健医療体制との連携，各種関係機関等とのマネ

ージメント，専門性の高い精神科医療の提供と精神保健活動の支援行

うＤＰＡＴを派遣します。（くらし保健福祉部）

（４）精神科医療の必要な方々が，適切な精神保健医療福祉サービスを受けら

れるようにする取組

○ 日曜・祝日・年末年始に，当番病院（病院群輪番方式）を整備し，緊

急な医療を必要とする精神障害者に精神科救急医療を提供します。

（くらし保健福祉部）

○ ３６５日開設の「精神科救急医療電話相談窓口」を整備し，精神保健

福祉士等で一定の経験を有し，県が実施する研修を１回以上受けた者

により，次の対応を行います。

・ 「精神科救急医療電話相談窓口業務運用マニュアル」により，精

神科救急に関する電話相談に応じます。

・ 自殺企図など精神科の受診が必要な場合は，受診先を調整します。

（くらし保健福祉部）

（５）その他のハイリスク者への支援の充実を図る取組

○ 措置入院者の円滑な社会復帰を促進するため，退院後支援計画を作成

し，関係機関と連携した継続的な支援を行う体制を整備します。

（くらし保健福祉部）

○ 措置入院者の退院後支援の従事者研修会の中に，自殺対策に関する内

容を盛り込み，早期に気づき，支援を行えるようにします。

（くらし保健福祉部）

○ がん患者やその家族のがん相談支援センターの利用を促進し，自殺の

リスクの高い患者を早期に発見し，必要に応じ専門的，精神心理的な

ケアにつなぐことができるよう，がん相談支援センターを中心とした

体制の構築と周知を行います。（くらし保健福祉部）

○ 健康サポート薬局など，地域の薬局において，過量服薬等の問題行動

がみられる自殺のハイリスク者に対し，必要な助言を行うとともに，

適切な支援先を紹介するなど，健康相談等の機能の強化を図ります。
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（くらし保健福祉部）

○ 薬物乱用防止に関する研修会や，各種会合等において，相談先一覧の

リーフレットを配布し，県の自殺対策に関する取組やリーフレットの

活用方法について周知します。（くらし保健福祉部）

（６）自殺対策に係る人材の確保，養成及び資質の向上を図る取組

○ 公園管理職員による単独来園者へのあいさつや声かけを積極的に行い

ます。（土木部）

○ 機会を見て相談業務に従事する職員をゲートキーパー研修に参加させ

て，自殺兆候の把握方法やその際の対処法を学び，相談者の自殺リス

クの早期把握に務め，関係機関と連携し相談者の自殺の未然防止を図

ります。（警察本部）

○ 毒物劇物販売業者については，毒物・劇物の販売・授与にあたっては，

相手方から使用目的等を確認するなど，毒物・劇物の適正使用の推進

を図ります。（くらし保健福祉部）

３ 子ども・若者に対する取組

（１）県民一人ひとりの気づきと見守りを促す取組

○ 男女共同参画についてのセミナー等において，自殺対策に関連するテ

ーマが扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット等を配付

します。（男女共同参画局）

○ 若年層向けの自殺対策を実施している民間団体に対し，費用の一部を

助成することにより，円滑な事業の実施を図り，総合的な自殺対策を

推進します。（くらし保健福祉部）

（２）自殺対策に関わる人材の確保，養成及び資質の向上を図る取組

○ 医療的ケア児等コーディネーターや支援者の養成研修を行うなど，医

療的ケア児やその家族等が地域で安心して暮らしていける環境づくり

に努めます。（くらし保健福祉部）

○ 若年層（３９歳以下）に関わることの多い学校職員や保護者等を対象

として，各保健所において，ゲートキーパー研修を行います。

（くらし保健福祉部）
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○ 民間団体が行う若年層（３９歳以下）を対象とした自殺対策について

の人材養成事業に対し，補助金を交付します。（くらし保健福祉部）

○ 管理職をはじめとする教職員を対象とした人権教育に係る研修等の内

容に，自殺対策に関する内容を盛り込みます。（教育委員会）

（３）社会全体の自殺リスクを低下させる取組

○ 青少年問題協議会において，青少年の指導，育成，保護及び矯正に関

する総合的施策について協議します。（男女共同参画局）

○ インターネットを介した有害情報との接触や性被害の防止を図るた

め，県青少年保護育成条例に基づき，フィルタリングの利用促進等に

取り組みます。（男女共同参画局）

○ 重度心身障害児等の在宅での生活を継続させるため，主たる介護者で

ある家族の負担軽減を図ります。（くらし保健福祉部）

○ こども総合療育センターにおける相談対応の際に，必要に応じて相談

先一覧等のリーフレットを手渡すなど，適切な相談機関を案内します。

（くらし保健福祉部）

○ 医療的ケア児等支援センターが医療的ケア児及びその家族等からの相

談対応を一元的に担うほか，地域での支援が円滑に行われるよう関係機

関の連絡調整等を行います。（くらし保健福祉部）

○ 認定こども園・幼稚園・保育所に在籍しながら児童発達支援を利用し

ている児童の保護者に対し，利用者負担額の一部を助成し，経済的な

負担軽減を図ります。（くらし保健福祉部）

○ 民間団体が行う若年層（３９歳以下）を対象とした自殺対策について

の対面相談事業，電話相談事業，ＳＮＳ相談事業に対し，補助金を交

付します。（くらし保健福祉部）

○ 女性健康支援センターにおいて，思春期から更年期に至る女性に対し，

婦人科疾患や更年期障害，妊娠・出産についての悩み等に関する相談

窓口を設置し，女性の健康を支援します。（くらし保健福祉部）
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（４）子ども・若者の自殺対策を更に推進する取組

○ 行政機関や民間支援団体等と協働し，ひきこもり状態にある方や家族

への支援に努め，相談件数等の拡充に努めます。

（くらし保健福祉部）（再掲）

○ ひきこもり状態にある子ども・若者への支援として，より身近な地域

において対応できるように，市町村が相談窓口を設置し，支援を受け

られる体制の整備を促進します。（くらし保健福祉部）

○ 困難を抱える子どもたちや親を含め，多世代交流や地域における居場

所となる子ども食堂への支援に取り組みます。（くらし保健福祉部）

○ 子どもの生活支援対策や子ども食堂の情報を掲載したリーフレット等

を作成し，子ども食堂等へ配布します。（くらし保健福祉部）

○ 児童生徒が問題や悩みを抱えた時にどのような方法で助けを求めるか

など具体的かつ実践的な方法を身に付けるための教育を行うとともに，

教職員や保護者に対するＳＯＳの受け止め方についても啓発を行いま

す。（教育委員会）

○ 県内各公立小中学校・県立高校及び特別支援学校に，スクールカウ

ンセラーを派遣し，不登校，いじめなどの問題行動等の未然防止や早

期発見・早期対応を図るため，児童生徒への心理的な支援を行います。

（教育委員会）

○ 県内各公立小中学校・県立高校及び特別支援学校に，スクールソーシ

ャルワーカーを派遣し，福祉等関係機関との連携により児童生徒の置

かれた様々な環境の問題へ働きかけて支援を行います。（教育委員会）

○ いじめの未然防止・早期発見・早期対応や相談窓口等について記載し

た「いじめ対策リーフレット家庭用」を県のホームページに掲載し，

いじめ対策について保護者への周知を行います。（教育委員会）

○ いじめ防止等対策委員会において，いじめ防止等の対策について調査

審議するとともに，重大事態の調査を行います。（教育委員会）

-31-



○ いじめ問題対策連絡協議会において，いじめの防止等に関して関係機

関及び団体との連携を図ります。（教育委員会）

○ 高等学校に臨床心理士等を派遣し，自殺の未然防止に関する職員研修

を実施するとともに，生徒の悩み等に対応するため相談の場を設定し

ます。（教育委員会）

○ 小中学校，義務教育学校，特別支援学校における教育相談担当者や

管理職の資質向上を図るための研修会を実施して，ゲートキーパーと

しての教職員の役割を周知し，自殺予防教育の推進を図ります。

（教育委員会）

○ 「かごしま教育ホットライン２４」を設置し，いじめや不登校等に悩

む児童生徒や保護者等が，夜間・休日も含めて２４時間いつでも相談

できる体制を整備し，問題の早期対応，早期解決を図ります。

（教育委員会）

○ 県内の公立中学校，高等学校，特別支援学校等の生徒を対象にＳＮＳ

を活用した，命に関わることなど様々な悩みの相談・通報窓口を設置

します。（教育委員会）

○ 学校非公式サイト等へのいじめや誹謗中傷等，問題のある書き込み

や画像について監視し，学校等へ情報を提供するとともに，家庭や関

係機関等と連携し，児童生徒の問題行動等の未然防止，早期発見・早

期対応を図ります。（教育委員会）

○ １人１台端末等を活用して児童生徒の心や体調の変化を把握し，メ

ンタルヘルスの悪化や児童生徒が発するＳＯＳの早期発見・早期支援

につなげる「心の健康観察」の導入を推進します。（教育委員会）

○ 人身安全・少年課少年サポートセンターにおいて実施しているヤング

テレフォンなどの少年相談活動により，自殺のおそれ事案の早期把握

をするとともに，少年や保護者に対する助言を実施します。（警察本部）

４ 被雇用者・勤め人に対する取組

（１）県民一人ひとりの気づきと見守りを促す取組

○ 様々な立場にいる女性を支援するセミナー等において，自殺対策に関
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連するテーマが扱われる際に，出席者に相談先一覧等のリーフレット

等を配付します。（男女共同参画局）

（２）心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する取組

○ 県や市町村に勤める公務員に対し，職員階層別研修において，メンタ

ルヘルスに対する基礎知識等を学ぶ場を提供します。（総務部）

○ 民生委員等を対象にした研修会の開催及び専門の相談員による相談対

応を行い，生活上の様々な困難を抱える女性の就労や社会参加に向け

た支援を図ります。（男女共同参画局）

○ 「職場の健康づくり賛同事業所」を市町村及び関係機関・団体と連携

して産業保健分野のモデル事業所として育成します。（くらし保健福祉部）

○ 健康かごしま２１通信やフェイスブックの活用により，個人や「職場

の健康づくり賛同事業所」に対して，健康づくりに関する情報提供を

行います。（くらし保健福祉部）

○ 地域保健と産業保健，学校保健等の連携により，それぞれのライフス

テージや生活の場に応じたこころの健康の保持・増進に努めます。

（くらし保健福祉部）

○ 商工会等による巡回・窓口相談指導及び，経営安定特別相談室におい

て，倒産のおそれのある事業者等からの相談への対応を行うほか，自

殺対策に関する相談先の情報を，事業者向け講習会等におけるリーフ

レット配布等により周知を行います。（商工労働水産部）

○ 教職員の研修会において，精神科医師やメンタルヘルス専門家を講師

として迎え，個々に応じた心身のセルフケアの在り方や管理職として

の職場環境づくりの提案を受けたり，ストレスやメンタルヘルスに対

する基礎知識を学ぶ場を提供します。（教育委員会）

○ 経験豊富な相談員等から家庭生活や職場における精神的・経済的な悩

み等諸問題についてアドバイスを受けることができる「教職員よろず

相談」や，精神科医師による「メンタルヘルス相談」を実施するとと

もに，県のホームページに相談先を掲載するなどして事業の周知を推

進します。（教育委員会）
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（３）社会全体の被雇用者・勤め人の自殺リスクを低下させる取組

○ 労働問題相談対応時に，相談者の希望に応じて，自殺対策に関する相

談先情報の提供を行います。（商工労働水産部）

（４）勤務問題による自殺対策を更に推進する取組

○ 地域及び職域保健の関係機関が連携して，労働者の健康づくりやメン

タルヘルス対策を支援します。（くらし保健福祉部）

○ 事業所内においてメンタルヘルスに関する理解を深め，適切な対応が

できるよう，鹿児島産業保健総合支援センター等と連携して，ストレ

スチェックの活用や周知，相談窓口の情報提供を行います。

（商工労働水産部）

５ 生活困窮者に対する取組

（１）県民一人ひとりの気づきと見守りを促す取組

○ 老人クラブ連合会，民生委員児童委員協議会や食生活改善推進員協議

会など，地域活動を行う団体と協力・連携しながら，各団体へ出向い

ての説明やリーフレット等の配布を通じ，自分のまわりにいるかもし

れない自殺を考えている高齢者の存在に気づき，思いに寄り添い，声

をかけ，話を聞き，必要に応じて専門家につなぎ，見守っていくとい

う県民一人ひとりの役割等について意識が共有されるよう啓発します。

（くらし保健福祉部）（再掲）

（２）自殺対策に関わる人材の確保，養成及び資質の向上を図る取組

○ 生活困窮者自立支援制度従事者や相談支援包括化推進員等の養成，資

質向上のための研修において，生活困窮者の中には自殺リスクを抱える

人が少なくないことなど，自殺対策と生活困窮者自立支援の連動の必要

性についての理解の促進を図ります。（くらし保健福祉部）

（３）社会全体の自殺リスクを低下させる取組

○ 県税滞納者との納税相談において，生活困窮者と思われる事案につい

ては，地方税法第１５条の７各号に基づく，滞納処分の執行停止を検

討するほか，債務整理の必要がある場合においては，法テラス等への

相談を案内し，滞納者の生活再建を促します。（総務部）

○ 多重債務についての相談受付や多重債務問題に関する啓発を行うほ
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か，「多重債務者対策庁内連絡会議」及び関係機関・団体で構成する「鹿

児島県多重債務・ヤミ金融等対策協議会」において，情報交換等を行

うとともに，連携して問題の解決に取り組みます。（男女共同参画局）

○ 借金・債務整理に関する無料法律相談会を開催し，無料法律相談のほ

か，精神保健福祉窓口と連携し，多重債務やギャンブル等依存症によ

り精神的な不安を抱えている方を対象とした「こころの悩み相談」を

行います。（男女共同参画局）（再掲）

○ 自立相談支援機関において，自殺リスクの高い住民情報を把握した際

に，自殺対策関連リーフレットを配布するとともに，必要に応じて自

殺対策窓口へ同行するなど，相互に連携を図り適切に支援します。

（くらし保健福祉部）（再掲）

○ 障害者就業・生活支援センター窓口に，心の悩みの相談窓口を記載し

たリーフレットを設置します。（くらし保健福祉部）

○ 失業，生活困窮などにより自殺のリスクが高まっていると考えられる

方へ，即時的・継続的かつきめ細かな支援等を行うことにより，当事者

の問題解決能力の向上及び日常生活・社会生活への復帰の促進を図る事

業をＮＰＯ法人事業へ委託し，民間団体との連携を強化します。

（くらし保健福祉部）

○ 子ども・若者からの自殺に係る相談に取り組む民間団体の活動へ補助

を行い，子ども・若者の生活困窮対策についても連携して対応します。

（くらし保健福祉部）

○ ひとり親家庭の自立を支援するため，ひとり親家庭の親に対して，就

業に関する指導や助言を行うとともに，就業支援講習会等を開催しま

す。 （くらし保健福祉部）

○ 商工会等による巡回・窓口相談指導及び，経営安定特別相談室におい

て，倒産のおそれのある事業者等からの相談への対応を行うほか，自

殺対策に関する相談先の情報を，事業者向け講習会等におけるリーフ

レット配布等により周知を行います。（商工労働水産部）（再掲）
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６ 女性に対する取組

（１） 妊産婦・子育て世代への支援の充実を図る取組

○ 産後うつや育児不安等を抱えるハイリスク妊産婦等に対して，市町村

と連携し，訪問等による支援を行います。（くらし保健福祉部）

○ 孤立感や不安を抱えた若年妊婦等が身近に相談できるオンライン相談

窓口である「かごぷれホットライン」を設置し，予期しない妊娠等へ

の相談支援を行うとともに，支援が必要な妊産婦に対して，医療機関

や市町村等の関係機関と連携して支援を行います。（くらし保健福祉部）

○ 産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため，母体の身体的機

能の回復や精神状態の把握等を行う産婦健康診査について，市町村に

おける取組を促進します。（くらし保健福祉部）

○ ハイリスク妊産婦等について，産科医療機関や市町村等関係機関と連

携したケース検討会等を開催します。（くらし保健福祉部）

○ 家庭の中で子どもを育て，不安や悩み相談することができずに，一人

で子育てを抱え込むことのないよう，子育て親子が気軽に集い，交流で

きる地域子育て支援拠点の設置運営など，市町村の子育て支援策を促進

します。（くらし保健福祉部）

（２） 困難な問題を抱える女性への支援の充実を図る取組

○ 民生委員等を対象にした研修会の開催及び専門の相談員による相談対

応を行い，生活上の様々な困難を抱える女性の就労や社会参加に向け

た支援を図ります。（男女共同参画局）（再掲）

○ 配偶者等からの暴力被害者の多様なニーズに対応できる相談体制の

整備を進めるなど，被害者支援の更なる充実を図ります。

（男女共同参画局）

○ 配偶者からの暴力の被害者をはじめ，困難な問題を抱える女性からの

相談を受けるとともに，必要に応じて，保護等を行います。

（くらし保健福祉部）
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７ 評価について

以下の評価指標において，目標値を設定し，本計画の進捗状況を評価し

ます。

指標 現状 目標 備考

介護予防に資する（週1回以上，毎回運動を
実施）住民主体の通いの場に参加している高
齢者の割合

3.7%
(令和４年)

5.0%
（令和８年度）

出典：高齢者保健
福祉計画

地域ケア会議において複数個別事例
から地域課題を明らかにし，具体的
な協議の対応を行っている市町村数

27市町村
（令和４年）

43市町村
（令和８年度）

出典：高齢者保健
福祉計画

認知症サポーターの養成数
204,362人

(令和４年度末)
233,000人

（令和８年度）
出典：高齢者保健
福祉計画

評価指標 現状 目標 備考

自殺未遂者支援に関する協議の場
の設置

－
14保健所で実施
（令和10年度）

県実施事業

ゲートキーパー養成研修を実施して
いる市町村数

－
43市町村

（令和10年度）
市町村実施事業

評価指標 現状 目標 備考

若年層（39歳以下）の自殺死亡率
（人口10万対）

8.5（平成27年）
13.5（令和４年）

6.0以下
（令和10年）

（30％以上減少）
人口動態統計

SOSの出し方教育及びゲートキーパー養成研
修の実施率

－ 100% 県実施事業

評価指標 現状 目標 備考

有職者（「自営業・家族従事者」＋「被
雇用者・勤め人」）の自殺者数

114人
（平成27年）

120人
（令和４年）

79人以下
（令和10年）

（30％以上減少）
自殺統計

教職員のメンタルヘルス研修参加者
の評価（アンケート）

80.0％が「よかっ
た」と回答

94％以上が「研
修に参加して良
かった」と回答

研修終了後のア
ンケート調査

評価指標 現状 目標 備考

経済・生活問題を理由とする自殺者
数

52人
（平成27年）

43人
（令和４年）

36人以下
（令和10年）

（30％以上減少）
自殺統計

評価指標 現状 目標 備考

女性の自殺死亡率（人口10万対）

10.8
（平成27年）

10.9
（令和４年）

7.5以下
（令和10年）

（30%以上減少）
人口動態統計

２　ハイリスク者（自殺未遂者等）に対する取組

３　子ども・若者に対する取組

４　被雇用者・勤め人に対する取組

６　女性に対する取組

１　高齢者に対する取組

５　生活困窮者に対する取組

-37-



第６章 自殺対策の推進体制

１ 鹿児島県自殺対策連絡協議会

保健・医療・福祉・教育・労働等の行政機関・関係団体で構成され，総

合的な自殺対策を協議する目的で設置された「鹿児島県自殺対策連絡協議

会」において，本計画の進捗状況を評価するとともに，構成団体と連携し

た取組の検討などを行うことにより，より効果的な自殺対策の推進を図り

ます。

２ 鹿児島県自殺対策庁内連絡会議

自殺対策に関連する庁内各課から構成される「鹿児島県自殺対策庁内連

絡会議」において，関係情報や課題等を共有し，相互に連携を図ることに

より，全庁的に自殺対策を推進します。

３ 市町村自殺対策計画の推進

県自殺予防情報センターにおいて，国の自殺総合対策推進センター，県

内保健所等と連携を図りながら，市町村自殺対策計画の改定支援及び推進

状況を把握し，市町村や保健所等に対し，適切な助言・指導を実施します。

４ その他市町村等への支援の強化

住民に最も身近な基礎自治体として，住民の暮らしに密着した広報・啓

発，相談支援等を始めとした，地域の特性に応じた自殺対策を推進できる

よう，自殺対策に資する事業に対する技術的支援や助言，人材養成等，以

下の支援を行います。

○ 県自殺予防情報センターにより，市町村に対し，自殺対策関連情報の

提供や自殺の状況分析結果を提供します。（くらし保健福祉部）

「鹿児島県自殺対策連絡協議会」構成委員

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科/県医師会/県薬剤師会/県精神保健福祉協

議会/県看護協会/県弁護士会/鹿児島労働局/県中小企業団体中央会/鹿児島産

業保健総合支援センター/株式会社鹿児島讀賣テレビ/鹿児島いのちの電話協

会/特定非営利活動法人ネットポリス鹿児島/鹿児島市保健所/県町村会/県消防

長会/県民生委員児童委員協議会/県老人クラブ連合会/県教育委員会高校教育

課/県警察本部生活安全部生活安全企画課/県立姶良病院/県精神保健福祉セン

ター/県保健所長会/県くらし保健福祉部 （令和５年度）
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○ 精神保健福祉業務に従事する市町村職員に対し，他の精神保健福祉業

務と合わせて自殺対策に係る研修を行います。（くらし保健福祉部）

○ 地域の実情に応じた自殺対策を実施している市町村に対し，助成を行

います。（くらし保健福祉部）

○ 若年層向けの自殺対策を実施している民間団体に対し，費用の一部を

助成することにより，円滑な事業の実施を図り，総合的な自殺対策を

推進します。（くらし保健福祉部）（再掲）

○ 県内で唯一の24時間365日対応の電話相談窓口，鹿児島いのちの電話

が行う相談員の養成に対し，助成を行います。（くらし保健福祉部）
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基本施策における自殺対策に資する事業一覧

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

1
犯罪被害者等支
援事業

性犯罪・性暴力被害者のため
のワンストップ支援センターの
充実・強化，交通事故相談及
び被害者等援護活動の促進を
図り，被害者等を支援する。

【性犯罪被害者等支援強化事業】
・性犯罪・性暴力は，夜間休日を含めた緊急対応が必
要になることから，ワンストップ支援センターにおいて
24時間365日相談対応ができる体制を確保するととも
に，被害者等の負担軽減を図るため診察，カウンセリ
ング，弁護士相談等を実施します。
【交通事故被害者等支援事業】
・交通事故相談において，相談者に対し，必要に応じ
て，適切な相談窓口を案内するほか，弁護士による法
律相談も実施します。

2
くらし安全・安心ま
ちづくり推進事業

県民会議を推進母体として，
啓発活動を実施し，県民総ぐ
るみの犯罪防止に関する意識
高揚を図る。

・県民総ぐるみの犯罪被害防止に関する県民の意識
高揚を図る中で，犯罪被害に関する相談先が記載さ
れたリーフレット，チラシ等を配布します。
・県民運動実施要綱に，実際に犯罪被害に遭われた
方向けの窓口情報を盛り込みます。
・県の犯罪被害者等支援総合窓口において，相談者
に対し，必要に応じて，適切な相談窓口を案内しま
す。

3 多重債務者対策

・消費生活センター等における
多重債務相談の受付
・多重債務者対策庁内連絡会
議の開催
・鹿児島県多重債務.・ヤミ金
融等対策協議会の開催
・借金・債務整理に関する無料
法律相談会の開催

・多重債務についての相談受付や多重債務問題に関
する啓発を行うほか，「多重債務者対策庁内連絡会
議」及び関係機関・団体で構成する「鹿児島県多重債
務・ヤミ金融等対策協議会」において，情報交換等を
行うとともに，連携して問題の解決に取り組みます。
・借金・債務整理に関する無料法律相談会を開催し，
無料法律相談のほか，精神保健福祉窓口と連携し，
多重債務やギャンブル等依存症により精神的な不安
を抱えている方を対象とした「こころの悩み相談」を行
います。

消費者
行政

推進室

4
共生・協働セン
ター業務委託事業

共生・協働センター業務のう
ち，ＮＰＯ法に関する相談対
応，予備審査や，展示・情報
発信，活動支援などの一部を
委託する。

・自殺対策に関連する団体が設立された際に，自殺対
策担当課へ情報提供を行うことで官民の連携を推進
することができます。
・自殺対策に関連する団体の活動を展示・情報発信
することで，住民への啓発やイベント等の情報提供の
機会として活用することができます。

5
地域貢献活動サ
ポート事業

「ふるさと納税制度」を活用し，
地域課題の解決に向けた活動
を行うNPO法人，地域コミュニ
ティ等の団体を支援し，その活
動の活性化と関係人口の創出
を図ることを目的に，県から団
体へ助成金を交付する。

・自殺対策に関連する地域課題の解決に取り組むＮＰ
Ｏ法人や地域コミュニティ等の団体へ助成することが
できます。

6
かごしま地域活性
化協働推進事業

県とＮＰＯ等との協働による地
域の課題解決のための事業

・県とＮＰＯ等との協働による自殺対策に関連する課
題解決のための事業にも活用することができます。

7
男女共同参画セ
ンターの運営事業

男女共同参画社会の実現を
目指して，県民に対する意識
啓発や推進役となる人材の育
成を行うほか，情報提供や，
男女共同参画に関する相談対
応を行う。

・性別による固定的な役割分担意識やＤＶは日常生活
に重圧を与え，自殺のリスクにつながる可能性があり
ます。
・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。
・相談対応の機会を活用することで，自殺リスクを抱え
た住民を早期に発見し，支援へとつなげることができ
ます。

男女共
同参画

室

くらし共
生協働

課

くらし共
生協働

課

男女共
同参画

局
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

8
配偶者等からの
暴力対策推進事
業

配偶者からの暴力の防止及び
被害者支援のため，県民に対
する広報・啓発を行うととも
に，配偶者暴力相談センター
に助言や支援を行うコーディ
ネーターを派遣するなど，相談
体制の充実を図る。

・性別による固定的な役割分担意識やＤＶは日常生活
に重圧を与え，自殺のリスクにつながる可能性があり
ます。
・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。
・相談員に対する助言・支援を行うことで，相談者に寄
り添った支援ができるなど相談者の自殺リスクの低減
に寄与できる可能性があります。

男女共
同参画

室

9
人権啓発広報事
業

各種媒体を活用した人権啓発
活動

・人権フェスタへの参加者に自殺対策関連のリーフ
レット配布を通じて，自殺対策の啓発を図ります。
・人権啓発資料に，自殺対策に関する相談窓口の掲
載を検討します。

人権同
和対策

課

10
保健師等指導管
理事業

看護職員の資質向上を図るた
めの研修や業務指導を行う。

・看護職員に対する研修の内容に，必要に応じて自殺
対策や看護職員自身の心の健康づくりに関する視点
を盛り込みます。

医師・看
護人材

課

11
地域包括支援体
制人材育成事業

生活困窮などの複合化・複雑
化した課題を抱える住民に的
確に対応するため，市町村が
行う包括的・総合的な相談体
制の構築を支援する。

・市町村が行う生活困窮などの複合化・複雑化した課
題を抱える住民に的確に対応する包括的・総合的な
相談体制の構築を支援するため，相談支援包括化推
進員の養成講座を開催します。

12
地域福祉サービス
推進事業

判断能力の不十分な方に対
し，福祉サービスの利用援助
等を行い，自立した地域生活
が送れるよう県社協が行う福
祉サービス利用支援事業等に
対する補助を行う。

・新任の生活支援員を対象とした研修の内容に，自殺
対策に関する視点を盛り込む等，県社会福祉協議会
へ支援を図ります。

13
県地域福祉支援
計画策定事業

社会福祉法に基づき市町村に
おける地域福祉の推進を支援
するため，県地域福祉支援計
画を策定する。

・社会福祉法に基づき市町村における地域福祉の推
進を支援するため，鹿児島県自殺対策計画ほか，関
連計画との調和・連携を図り，県地域福祉支援計画を
策定します。

14
地域生活定着支
援センター運営事
業

福祉的な支援を必要とする高
齢又は障害のある矯正施設退
所者の地域への定着を図るた
め，地域生活定着支援セン
ターにおいて必要な福祉サー
ビスの検討や関係機関との調
整等による支援を行う。

・福祉的な支援を必要とする高齢又は障害のある矯
正施設退所者の地域への定着を図るため，地域生活
定着支援センターにおいて必要な福祉サービスの検
討や関係機関との調整等による支援を行います。

15
生活福祉資金貸
付補助事業

低所得世帯等に対し，生活福
祉資金の貸付と援助指導を行
う県社協に対して補助を行う。

・市町村社協の窓口で相談を受ける際に，必要に応じ
て相談先一覧等の資料配布の支援を図ります。

16
民生委員指導事
業

民生委員・児童委員が相談援
助活動を行う上で必要な知識
や心構えに関する指導等を行
う。

・民生委員の新任研修・現任研修実施の際，相談援
助活動を行う上で必要な知識や心構えに関する指導
等の中に自殺対策に関する視点を盛り込むよう各振
興局・支庁への支援を推進します。

男女共
同参画

局

くらし保
健福祉

部

社会福
祉課

-42-



番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

17
成年後見制度利
用促進基本計画
策定事業

市町村における成年後見制度
利用促進基本計画の策定など
の取組を支援するため，研修
会等を開催する。

・担当職員向けの研修等の内容に，自殺者対策に関
する視点を盛り込むように実施団体への支援を推進し
ます。

社会福
祉課

18
難病相談・支援セ
ンター事業

難病患者等の日常生活にお
ける相談支援，地域交流活動
の促進及び就労支援などを行
う拠点施設として設置。

・難病相談・支援センターにおいて，難病患者やその
家族からの相談に対応するとともに，相談員が相談者
の自殺のリスクを早期に発見し，必要に応じて他の相
談支援機関につなげられるよう，相談員に対して自殺
対策に関する情報を提供します。

19
難病患者等地域
支援協働事業

難病患者及びその家族に対す
る相談・指導・助言等を実施す
るほか，難病に関する新たな
医療提供体制の整備を行う。

・各保健所及び関係機関において，難病患者や長期
にわたり療養を必要とする児及びその家族に対する
相談・指導・助言等を実施する中で，自殺のリスクを早
期に発見し，関係機関と連携した支援ができる体制を
整備します。

20
障害者スポーツ振
興事業

障害者のスポーツを通じた社
会参加等を促進するため，選
手の発掘・育成や地域で
恒久的にスポーツに親しめる
環境作り等により，障害者ス
ポーツの普及・拡大を図る。

・障害者スポーツ教室に参加することにより，スポーツ
の楽しさを体験，他の参加者等との交流が生まれるた
め，社会参加への意欲が高まります。
・障がい者スポーツ指導員養成講習会等にて，必要
に応じ自殺対策等に係るリーフレット等を配付します。

21
身体障害者福祉
推進事業（障害者
施策推進協議会）

障害者施策の推進に必要な
関係行政機関相互の連絡調
整及び障害者計画・障害福祉
計画の策定及び変更。

・協議会において，必要に応じて自殺対策を議題とし
て取り上げます。
・障害者計画及び障害福祉計画を，自殺対策計画と
連携させることにより，自殺のリスクの高い障害者へ
の対策を推進することができます。

22
地域自殺対策強
化事業

・県内の総合的な自殺対策の
推進のため，保健所におい
て，若年層を対象とした人材
育成や対面相談を実施
・自殺対策事業を実施してい
る市町村や民間団体に対し補
助金を交付

・県保健所において，ゲートキーパー養成研修を実施
します。
・自殺対策を実施する市町村や民間団体に対して，補
助金を交付し，総合的な自殺対策を行えるよう支援し
ます。

23
自殺予防対策事
業

・県自殺予防情報センターを
運営し，自殺に関する情報の
収集，分析及び提供を行う。
・自殺を考えている人や自死
遺族等への支援
・市町村へ自殺対策計画の策
定等に関する支援を実施
・自殺予防週間や自殺対策強
化月間に合わせて，街頭キャ
ンペーンを実施
・自殺対策関係団体で構成す
る「鹿児島県自殺対策連絡協
議会」を開催し，自殺対策等に
ついて協議

・自殺を考えている人や自死遺族の方の相談支援を
行います。
・市町村とのネットワークを活用し，市町村へ自殺対
策に関する各種支援を行います。
・自殺予防週間や自殺対策強化月間において，県広
報誌や広報番組を活用し，普及啓発を行うほか，街頭
でチラシ等を配布するキャンペーンを行います。
・鹿児島県自殺対策連絡協議会の構成団体とより強
力に連携し，総合的な自殺対策に取り組みます。
・自殺未遂者支援や自死遺族支援に携わる関係機関
の職員に対して研修を行います。
・精神保健福祉センター及び自殺予防情報センターに
おいて，大切な人を自死によって亡くされた方に関す
る相談を受け付けるほか，分かちあいの会を開催しま
す。（障害福祉課）

24
こころの電話相談
事業

社会変動に伴う県民の精神的
不安等こころの悩みについて
電話による相談に応じる。

・県民の精神的不安等のこころの悩みについて，相談
員による電話相談に応じます。

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課

健康増
進課
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

25
県地域生活支援
事業（高次脳機能
障害者支援）

・相談支援
・関係機関の調整・支援
・関係者への研修

・当事者や家族等が安心して地域で暮らし続けるた
め，高次脳機能障害者に対する専門的な相談支援，
関係機関との支援ネットワークの充実，高次脳機能障
害に関する正しい理解を促進するための普及・啓発事
業，高次脳機能障害に関する研修等を行います。

26
精神保健福祉セ
ンター事業

一般診察及び相談，指導援
助，教育研修
思春期診察及び相談，指導援
助，教育研修

・診察や相談において，心の悩みを抱えた方には，し
かるべき相談窓口を紹介します。

27
障害のある人もな
い人も共に生きる
鹿児島づくり事業

・障害者を理由とする差別に
関する相談対応や協議会の
運営
・差別解消に係るリーフレット
の作成配布や研修会・個別訪
問等による普及啓発

・障害者の自殺防止に繋がるよう，以下のとおり障害
を理由とする差別を解消するための取組を推進しま
す。
・障害者差別解消法や障害のある人もない人も共に
生きる鹿児島づくり条例の趣旨を広く県民に理解して
いただくために，街頭キャンペーンを実施するほか，
関係団体や事業者の会議等の場や事業者への個別
訪問等による法・条例の説明，県ホームページでの広
報等を行います。
・障害を理由とする差別に関する相談等に対応するた
め，相談員を配置し，相談者に対して必要な助言や情
報提供を行うとともに，必要に応じて関係者間の調整
を行います。

28
発達障害者支援
体制整備促進事
業

県内各地に発達障害者支援
体制を構築し，すべての障害
児（者）が身近な地域でライフ
ステージに応じた適切な支援
が受けられる体制の充実を図
る。

・発達障害者の中には，様々な生活上の困難さから，
自殺のリスクの高い人も少なからずいるといわれてい
ます。身近な地域でライフステージに応じた適切な支
援が受けられる体制の充実を図ります。

29
軽度・中等度難聴
児補聴器助成事
業

身体障害者手帳の交付対象と
ならない18歳未満の軽度・中
等度難聴児の補聴器購入費
用を補助する。

・日常生活における言語獲得や言語機能やコミュニ
ケーション能力が向上し，軽度・中等度難聴児の孤立
化を防ぐことができます。

30
パーキングパー
ミット制度推進事
業

身障者用駐車場の適正利用
を図るため，県内共通の利用
証を発行し，必要な方のため
に駐車スペースを確保する。

・歩行困難な障害者等の駐車スペースを確保すること
により，外出の機会の増えることから，社会参加の意
欲が高まります。

31
福祉のまちづくり
推進事業

福祉のまちづくり広報誌「あり
ば」を年2回発行する。

・広報誌「ありば」にて，自殺対策に係る記事を掲載し
ます。

32
視聴覚障害者情
報センター管理運
営費

点字・録音図書や字幕入りＤＶ
Ｄ等の各種情報を視覚障害者
及び聴覚障害者に対し提供す
る。

・自殺対策等に係るリーフレット等を設置します。

33
障害者自立交流
センター管理運営
費

障害者に対し，機能訓練，社
会との交流促進等の場を提供
する。

・自殺対策等に係るリーフレット等を設置します。

障害福
祉課

くらし保
健福祉

部
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34
全国障害者ス
ポーツ大会事業

全国障害者スポーツ大会へ参
加する鹿児島県選手団を派遣
する。

・全国障害者スポーツ大会に参加することにより，そ
の能力を発揮するとともに他の参加者等との交流が
生まれることから，社会参加への意欲が高まります。

35
県地域生活支援
事業（手話通訳者
養成研修事業）

県内で活動できる手話通訳者
を養成する。

・手話通訳者養成研修会にて，必要に応じ自殺対策
等のリーフレット等を配付します。

36

県地域生活支援
事業（介護職員等
医療ケア研修事
業）

居宅及び障害者支援施設等
において，適切にたんの吸引・
経管栄養等の医療的ケアを行
うことができる介護職員等を養
成するための研修を行う。

・たんの吸引や経管栄養を必要とする方が居宅等で
安心して暮らしていけるよう，介護職員等への研修を
行います。

37

県地域生活支援
事業（県障害者相
談支援体制整備
事業）

県障害者自立支援協議会及
び県地域連絡協議会を設置
し，地域のネットワーク構築に
向けた指導・調整等の広域的
支援を行うことにより，地域に
おける相談支援体制の整備を
推進する。

・協議会において，必要に応じて自殺対策を議題とし
て取り上げます。
・協議会の委員に対して，必要に応じて相談先一覧等
のリーフレットを配布し，自殺対策に関する取組と，
リーフレットの活用方法について説明を行います。

38

県地域生活支援
事業（盲ろう者通
訳・介助員養成研
修事業）

盲ろう者に対してコミュニケー
ション支援及び移動介助を行
う通訳・介助員を養成する。

・盲ろう者通訳・介助員養成研修会にて，必要に応じ
自殺対策等のリーフレット等を配布します。

39

県地域生活支援
事業（音声機能障
害者発声訓練・指
導者養成事業）

咽頭全摘出による音声機能喪
失者に対し，社会復帰促進に
向けた発声訓練を実施し，指
導員養成のための研修会に
派遣する。

・音声機能障害者発声訓練指導者研修会にて，必要
に応じ自殺対策等のリーフレット等を配布します。

40
県地域生活支援
事業（生活訓練等
事業）

生活の質的向上のため，障害
者に対して日常生活上必要な
訓練・指導などを行う。
①オストメイト社会適応訓練事
業
②脊髄損傷者生活訓練事業
③リウマチ身体障害者生活訓
練事業
④視覚障害者生活訓練事業
⑤中途失明者緊急生活訓練
事業
⑥聴覚障害者生活訓練事業

・各事業にて，必要に応じ相談先一覧等を配付しま
す。

41
県地域生活支援
事業（情報支援等
事業）

手話通訳者・要約筆記者・盲
ろう者通訳・介助員の派遣や，
県庁舎への手話通訳者の設
置，字幕入りＤＶＤの制作等を
行う。

・盲ろう者通訳・介助員等に，必要に応じ相談先一覧
等を配付します。

42

県地域生活支援
事業（障害者ＩＴサ
ポートセンター運
営事業）

障害者のＩＴ活用能力の格差
是正のため，相談支援やパソ
コンボランティアの養成・派遣
などを行う。

・パソコンボランティアの養成講習会にて，必要に応じ
相談先一覧等を配付します。

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課

-45-



番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

43

県地域生活支援
事業（社会参加：
障害者社会参加
推進センター事
業）

各種障害者団体間の連携を
図り，障害者の社会参加推進
のために必要な事業の推進を
行う。

・社会参加推進協議会において，必要に応じ障害者
の自殺対策等について協議します。

44

県地域生活支援
事業（社会参加：
障害者１１０番設
置事業）

障害者等の相談等に対応する
ため，福祉相談員を配置した
常設相談窓口を設置，相談内
容により専門相談チームの編
成し，相談に対応する。

・相談者の相談内容等に応じ，相談先へ内容をつな
ぎ，解決を図ります。

45

県地域生活支援
事業（社会参加：
明るいくらし促進
事業）

競技別県大会の開催，九州大
会・全国大会への選手派遣助
成や障害者の特性に応じたス
ポーツ・レクリエーションの指
導者育成を行う。

・障がい者スポーツ指導員養成講習会等にて，必要
に応じ自殺対策等に係るリーフレット等を配付します。

46

県地域生活支援
事業（社会参加：
奉仕員養成研修
事業）

手話奉仕員，要約筆記者，点
訳奉仕員，音訳奉仕員等を養
成する。

・養成講習会にて，必要に応じ自殺対策等に係るリー
フレット等を配付します。

47

県地域生活支援
事業（社会参加：
障害者自立交流
促進事業）

スポーツ大会やスポーツ教室
を開催し，その支援活動等を
行うスポーツボランティアの養
成を行う。

・障害者スポーツ教室に参加することにより，スポーツ
の楽しさを体験，他の参加者等との交流が生まれるた
め，社会参加への意欲が高まります。
・障がい者スポーツ指導員養成講習会等にて，必要
に応じ自殺対策等に係るリーフレット等を配付します。

48

県地域生活支援
事業（社会参加：
県障害者スポーツ
大会）

障害者の自立と社会参加の促
進を目的とし，障害者スポーツ
大会を実施する。

・県障害者スポーツ大会に参加することにより，その
能力を発揮するとともに他の参加者等との交流が生
まれることから，社会参加への意欲が高まります。

49

県地域生活支援
事業（社会参加：
身体障害者補助
犬給付事業）

県内に居住する重度の視覚障
害者又は重度の聴覚障害者，
重度の下肢障害者に身体障
害者補助犬を給付する。

・補助犬を給付することにより，給付対象者の外出等
の機会の増えることから，社会参加の意欲が高まりま
す。

50

県地域生活支援
事業（社会参加：
知的障害者社会
活動総合推進事
業）

知的障害者の社会参加促進
のため，レクレーション・ボラン
ティア教室や知的障害者ス
ポーツ大会を開催する。

・スポーツ大会等に参加することにより，スポーツ・レ
クリエーションの楽しさを体験，他の参加者等との交
流が生まれることから，社会参加への意欲が高まりま
す。

51

県地域生活支援
事業（社会参加：
知的障害者ス
ポーツ振興事業）

全国障害者スポーツ大会団体
競技九州ブロック予選大会へ
の派遣費用の助成やスポーツ
教室を開催する。

・九州ブロック予選大会に参加することにより，その能
力を発揮するとともに他の参加者等との交流が生ま
れることから，社会参加への意欲が高まります。

52

県地域生活支援
事業（社会参加：
精神障害者ス
ポーツ振興事業）

バレーボール競技の県大会を
開催し，九州地区大会への派
遣費用を助成する。

・県大会及び九州地区大会に参加することにより，そ
の能力を発揮するとともに他の参加者等との交流が
生まれることから，社会参加への意欲が高まります。

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課
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53
市町村地域生活
支援事業

市町村が実施する地域生活
支援事業に対し補助を行う。

・市町村において，障害への理解促進や相談支援等
を実施することにより，障害者がその地域にて自分ら
しく生活することができます。

54
障害者虐待防止
対策事業

・障害者虐待防止・権利擁護
研修の開催
・虐待防止に係るパンフレット
の作成配布や県ホームページ
への掲載等による普及啓発
・県障害者権利擁護センター
での相談対応

   障害者の自殺防止に繋がるよう，以下のとおり障害
者虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を行
います。
・ 障害福祉サービス事業所等の従業員や管理者の理
解を深めるとともに，市町村や相談支援事業所等の
相談窓口職員の専門性の強化を図るための研修を実
施します。
・ 障害者虐待防止に係るパンフレットを街頭キャン
ペーン等で配布したり，県ホームページに制度や体制
等を掲載するなどして啓発を図ります。
・ 県障害者権利擁護センターにおいて，障害者からの
相談への対応を行います。

55
依存症対策総合
支援事業

・アルコール健康障害対策推
進計画の策定
・依存症専門相談の実施
・依存症家族教室の実施

・精神保健福祉センターで実施している依存症専門相
談や依存症家族教室において，自殺対策に係る相談
窓口を記載したリーフレット等を配布します。

56
自立支援医療事
業

・精神障害を有する人の通院
医療費を１割負担に軽減

・経済的負担の軽減や，定期的な通院継続につなが
ることから，引き続き自立支援医療制度の普及啓発に
努めます。

57
危険ドラッグ対策
事業

危険ドラッグの有害性や危険
性を県民へ広く啓発する。

・薬物乱用防止に関する研修会や，各種会合等にお
いて，相談先一覧等のリーフレットを配布し，県の自殺
対策に関する取組やリーフレットの活用方法について
周知します。

薬務課

58
子ども・子育て支
援総合対策事業

・保育所等に勤務する保育士
等の資質向上及び特別保育
の処遇向上を図る目的として
保育所特別保育等研修会を
実施
・地域において子育て支援の
仕事に関心を持ち，子育て支
援分野の各事業等に従事する
者に対し研修を実施
・保育現場におけるリーダー的
職員の育成を図るため，保育
士等キャリアアップ研修事業を
実施
・認定こども園における教育の
質の向上に関する研修や幼稚
園・保育所の教職員の合同研
修等に係る費用の一部を助成
する。

・保育士等を対象とした研修の保護者支援に関する
分野において，メンタルヘルスの観点を取り入れま
す。

59
不妊治療対策事
業

・不妊に関する悩み等の解消
及び不妊治療における自己決
定への支援を行うための相談
体制の整備
・先進医療不妊治療に要する
費用の一部を助成

・不妊・不育症に悩む方からの相談に対応している不
妊専門相談センターの一般相談窓口（各保健所）にお
ける相談従事者については障害福祉課の自殺対策事
業による研修受講者とします。また，鹿児島大学病院
に委託して設置している専門相談窓口においては，相
談者の精神状況に応じて適切な医療的ケアを案内し
ます。

子育て
支援課

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課
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60
県中小企業融資
制度運営事業

保証機関に対し，県中小企業
融資制度の信用保証料の補
助を行うことにより，通常の保
証料率より引き下げ，中小企
業者の保証料を軽減する。

・県中小企業融資制度の普及に努めるとともに，資金
繰りの相談窓口の周知に努めます。

61
かごしま中小企業
支援ネットワーク
事業

県内の金融機関，保証機関，
商工団体などが相互の協調体
制を構築し，県内中小企業者
の事業再生・事業承継・経営
改善の支援を促進する。

・かごしま中小企業支援ネットワークの会議や研修会
において，必要に応じ，自殺対策に関するリーフレット
を配布し，活用方法について説明を行います。

62
働きたい女性の就
職サポート事業

出産・子育て等により離職し再
就職を希望する女性に対し
て，就職活動に必要な知識等
を習得するための研修を実施
する。

・就労を目指す女性向けの研修に，自殺対策に関す
る内容を盛り込むことで，女性に対する啓発を行いま
す。

63
障害者雇用促進
事業

障害者の雇用を促進するた
め，事業所訪問等による求人
開拓や障害者就職面接会の
実施，民間企業等における短
期の雇用体験等を実施する。

・障害者就職面接会等における就職相談ブースに，自
殺対策に関する相談先情報を掲載したリーフレット（障
害福祉課作成）を設置することで，相談先情報の周知
を行います。

64
高齢者あんしん住
まい整備事業

民間事業者が建設するサービ
ス付き高齢者向け住宅の建設
費の一部を補助する。

・サービス付き高齢者住宅の事業主が実施する職員
研修の内容に，自殺対策に関する視点を盛り込むよう
依頼します。

土木部
住宅政
策室

65
初任者研修（高
校）

教師としての使命感と実践的
指導力を養い，幅広い知見を
得させるとともに，地域の一員
としての自覚を確立する。

・初任校研修期間中において，県総合教育センター担
当者による巡回訪問，個別相談を実施し，研修者から
の相談への対応を行います。

66
現職教員等研修
（高校）

国及び県の主催する研修講座
等に出席させ，その職務を遂
行するための研究と修養に努
めさせ，資質の向上を図る。

・教職員に対し，県総合教育センター実施の大学連携
講座にて，メンタルヘルス講座の受講を促します。

67
定通教育振興奨
励事業

定時制・通信制高校に在籍す
る有職生徒に対し，教科書等
の給与，奨学資金の貸与を行
い，経済的負担の軽減，学習
意欲の向上を図る。

・定時制・通信制高校に在籍する有職生徒が一定の
単位取得や所得要件等を満たした場合に，教科書等
の給与や修学資金の貸与を行い，経済的負担を軽減
します。

68

生徒指導対策総
合推進事業（ス
クールカウンセ
ラー配置事業）

・スクールカウンセラースー
パーバイザー等の緊急派遣，
スクールカウンセラーの緊急
支援
・スクールカウンセラーによる
中・長期的な支援

・自死が発生した際に起こりうる心身の変化や対処法
など心理的な情報を伝える心理教育を，児童生徒や
教職員，保護者に対して行います。
・自死遺族から心理的なケアの希望が出た場合には，
スクールカウンセラースーパーバイザー等が心理的
支援を行う。また，亡くなった子どものきょうだいに対し
ても，きょうだいの在籍する学校と連携し，同様に支援
します。

69
犯罪被害者等支
援推進事業

性犯罪・性暴力被害者の精神
的負担軽減のため，被害者支
援制度の積極的活用及び関
係機関・団体との連携を図る

・被害者支援制度の積極的活用を行うとともに，かご
しま犯罪被害者支援センターと連携し，途切れのない
支援の充実を図ります。
・性暴力被害の専門相談窓口である性暴力被害者サ
ポートネットワークかごしま（通称フラワー）の支援にお
いて各機関との連携を図ります。

警察本
部

相談広
報課

雇用労
政課

高校教
育課

商工労
働水産

部

商工労
働水産

部

中小企
業支援

課
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

70
遺族への適切な
対応

自殺に関連した業務に従事す
る者に対して，遺族等からの
意見を踏まえつつ，遺族等に
寄り添った適切な対応等に関
する知識の普及を推進する。

・適切な遺族等への対応に関する知識を普及するた
めの講習等を実施するとともに，関係機関との連携を
図ります。

生活安
全企画

課

71
自殺統計資料の
活用事業

警察が保有する自殺統計につ
いて，県障害福祉課に提供し
て，情報の共有を実施し，ホー
ムページにおいても公表して
いる。

・警察が保有する自殺統計データの分析把握に努め
るとともに，自殺予防週間に広報用のポスターを掲示
します。

72
行方不明者発見
活動事業

自殺企図の行方不明事案に
対して，迅速な発見活動を実
施して，発見・保護に努める。

・自殺のおそれのある行方不明事案の早期発見・保
護に努めるとともに，行方不明者や保護者等に対する
助言を実施します。

警察本
部

生活安
全企画

課
人身安
全・少年

課
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重点施策における自殺対策に資する事業一覧

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容
担当部

局
担当課

1
特定健康診査・特
定保健指導等推
進支援事業

特定健康診査・特定保健指導
従事者向け人材育成研修会
の開催及び体制構築等

・特定保健指導従事者等を対象とする特定健康診査・
特定保健指導推進研修において，自殺対策も含めた
健康の保持に関する視点を盛り込むよう検討します。

国民健
康保険

課

2
高齢者元気度アッ
プ地域活性化事
業

高齢者を含むグループが行う
互助活動等や幅広い世代の
方が行う高齢者の生活支援に
係るボランティア活動等に対
し，地域商品券等に交換でき
るポイントを付与する。

・高齢者を含むグループが行う互助活動等や，幅広い
世代の方が行う高齢者の生活支援に係るボランティ
ア活動等に対し，地域商品券等に交換できるポイント
を付与する取組により，高齢者を地域全体で支える活
動を促進します。

3
すこやか長寿社
会運動推進事業

高齢者が長年の経験の中で
培った知識や技能を生かして
積極的に社会参加し，生きが
いのある生活を送ることがで
きる心豊かで活力ある長寿社
会を実現するため，県民総ぐ
るみの「すこやか長寿社会運
動」を推進する。

・日頃から高齢者の生きがいづくり等に関わっている
「高齢者元気ふれあい推進員」へ各種相談窓口を記
載したリーフレットを配布し，周知・広報を促進します。

4
老人クラブ育成事
業

心豊かで活力ある長寿社会の
実現を図るため，高齢者自ら
の生きがいを高め健康づくりを
進める活動を行い，ボランティ
ア活動をはじめとした地域を
豊かにする各種活動を行う老
人クラブに対して助成を行う。

・老人クラブの活動助成を行うことで老人クラブの活
性化を図り，生きがいづくりや健康づくりのほか，地域
社会の担い手としての活動を促進します。

5
在宅医療・介護連
携推進支援事業

地域包括ケアシステム構築に
係る医療介護連携の推進を図
るため，在宅医療・介護連携
に関する協議会を開催すると
ともに，患者が病院と自宅等と
の間で円滑に入退院できるよ
う，地域における市町村や医
療・介護関係者による入退院
調整に係る協議を支援する。

・県内の全保健医療圏において，高齢者を中心とした
医療と介護が必要な方の入院から在宅への移行等
が円滑に進むよう，入退院調整ルール策定に係る関
係者による協議を支援するなど，関係者のネットワー
クの構築に努めます。

6

（～R5）地域ケア・
介護予防推進支
援事業（かごしま
介護予防市町村
支援事業）

市町村における介護予防の取
組の効果的・効率的な実施を
推進するため，市町村の介護
予防事業に関する支援を行う
とともに，好事例を把握し県内
での多様なサービスの展開を
推進する。また，研修会や地
域単位の検討会等を実施し，
リハビリテーション専門職等の
市町村事業への積極的な関
与を支援する。

・「介護予防に資する住民主体の通いの場」等，身近
な地域で高齢者が健康づくりや社会参加活動を通じ
て自主的に介護予防に取り組めるように，介護予防
につながる活動の地域全体での取組を図ります。

7

（R6～見込み）地
域ケア・介護予防
推進支援事業（か
ごしま介護予防
（総合事業）推進
事業）

市町村がセミナーや個別支援
を活用して総合事業を見直
し，充実化を図れるように支援
する。また，研修会や地域単
位の検討会実施により，市町
村が行う介護予防事業等への
リハビリテーション専門職等の
積極的な関与を支援する。

市町村における介護予防事業見直しの取組を推進す
るとともに，リハビリテーション専門職等の介護予防へ
の関与の促進を支援します。

8

（～R5）地域ケア・
介護予防推進支
援事業(保険者機
能強化支援事業)

市町村が効果的な地域ケア会
議を実施できるよう，県アドバ
イザーによる支援や，実施法
上の課題，手法等の共有によ
り，県全体への普及展開を図
り，市町村の保険者機能強化
に向けた支援を行う。

・高齢者の自立支援・重度化防止に資する地域ケア
会議の実施により，高齢者のQOLの向上を目指し，
高齢者個人に対する支援の充実と，それを支える社
会基盤の整備を同時に図ります。

9

（R6～見込み地域
ケア・介護予防推
進支援事業(保険
者機能強化支援
事業)

地域の高齢化率や将来人口
の推移等を踏まえ，地域支援
事業の各事業の効果検証を
行うとともに，地域に相応しい
地域支援事業の全体像を関
係者と作れるよう支援する。

高齢者の状態像に合わせた介護予防の取組や地域
づくりなど，地域の実情に応じた仕組みを関係者とデ
ザインするため，研修会や伴走支援等を実施するとと
もに，アドバイザーを派遣し地域ケア会議の充実・強
化を図ります。

くらし保
健福祉

部 高齢者
生き生き
推進課

１　高齢者に対する取組
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

10

地域ケア・介護予
防推進支援事業
(地域包括支援セ
ンター職員等研修
事業)

地域包括支援センターの業務
に携わる職員等に対し研修を
実施し，職員の資質向上を図
り，地域支援事業等の効果的
な実施，センターの適切な運
営及び機能強化を図る。

・相談者の抱える悩みに早期に気づき，支援へとつな
ぐ方策等の研修を実施するなど，地域包括支援セン
ターの機能強化を図ります。

11
認知症施策等総
合支援事業

認知症高齢者家族等への支
援や地域住民の理解促進，地
域における支援体制の整備及
び認知症疾患医療センターの
設置による医療と介護の連携
強化など認知症の段階や生
活環境に応じた総合的な施策
を推進する。

・地域における認知症の専門医療機関である認知症
疾患医療センターを地域連携機関として，かかりつけ
医等と連携した早期診断・早期対応の体制構築を推
進します。
・認知症介護をしている家族の相談を受け，社会資源
等の紹介をし，介護負担の軽減が出来るよう相談窓
口の周知を図ります。
・認知症について正しく理解し，地域や職域において
認知症の人と家族を応援する認知症サポーターの養
成を図ります。

12
高齢者虐待防止
推進事業

・地域包括支援センターや介
護施設等の従事者に対し，高
齢者権利擁護意識の向上を
図るための研修を実施
・ホームページやリーフレット
などを活用した高齢者虐待に
関する普及啓発を実施
・高齢者虐待防止の推進を図
るために毎年高齢者虐待防止
推進会議を実施

・市町村や関係団体等で構成する県高齢者虐待防止
推進会議において，関係機関相互の密接な連携を確
保し，高齢者虐待防止対策の推進を図ります。
・介護施設等の従事者及び市町村・地域包括支援セ
ンター職員に対する高齢者権利擁護意識の向上を図
るための研修を実施します。
・ホームページや広報誌，リーフレットなど各種媒体を
活用した高齢者虐待に関する普及啓発に努めます。
・高齢者虐待防止対策の推進に当たっては，認知症
施策と連携した取組に努めます。

13
高年齢者就業機
会確保事業

高年齢者の就業を促進するた
め，県シルバー人材センター
連合会への運営費補助及び
シルバー人材センターの設立
促進，育成指導等を行う。

・シルバー人材センターに，自殺対策に関する相談先
情報を掲載したリーフレット（障害福祉課作成）を設置
させてもらうことで，相談先情報の周知を行います。

14
高年齢者就業機
会確保事業

高年齢者の就業を促進するた
め，県シルバー人材センター
連合会への運営費補助及び
シルバー人材センターの設立
促進，育成指導等を行う。

・シルバー人材センターに，自殺対策に関する相談先
情報を掲載したリーフレット（障害福祉課作成）を設置
させてもらうことで，相談先情報の周知を行います。

商工労
働水産

部

雇用労
政課

15
高齢者あんしん住
まい整備事業

民間事業者が建設するサービ
ス付き高齢者向け住宅の建設
費の一部を補助する。

・事業主が実施する職員研修の内容に，自殺対策に
関する視点を盛り込むよう依頼します。（再掲）

土木部
住宅政
策室

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

16
がん対策総合推
進事業

がん予防の推進，がん医療の
均てん化及びがんの早期発
見・早期治療等の促進を図る
ため，がん医療提供体制の整
備や，関係団体と連携した普
及啓発等を行う。

・がん患者やその家族のがん相談支援センターの利
用を促進し，自殺のリスクの高い患者を早期に発見
し，必要に応じ専門的，精神心理的なケアにつなぐこ
とができるよう，がん相談支援センターを中心とした体
制の構築と周知を行います。

くらし保
健福祉

部

健康増
進課

17
精神科救急医療
体制整備事業

・日曜・祝日・年末年始に，当
番病院（病院群輪番方式）を
整備し，緊急な医療を必要と
する精神障害者に精神科救急
医療を提供
・精神科救急システム連絡調
整委員会の開催
・365日開設の精神科救急情
報センターを整備し，警察，消
防機関等からの要請に対し
て，救急対応の要否判断を行
い，外来受診可能な医療機関
又は入院可能な医療機関を紹
介
・365日開設の相談窓口を整
備し，医療機関の紹介・調整
等を実施

・当番病院は，当番日において次の各号の対応を
行っています。
　ア　診療及び電話による相談に応じます。
　イ　受診や入院の受け入れ体制を整えています。
　ウ　精神保健指定医１名（精神保健指定医のオン
コール）を含む医療関係職員を確保します。
　エ　１床以上の空床を確保します。
・精神科救急情報センターは，警察， 消防機関等から
の要請に対して， 精神障害者等の状態に応じて救急
対応の要否判断を行い， 外来受診可能な医療機関
又は入院可能な医療機関を紹介しています。
・相談窓口は，精神保健福祉士等で一定の経験を有
し，県が実施する研修を１回以上受けた者が従事して
おり，次の各号の対応を行っています。
　ア　「精神科救急医療電話相談窓口業務運用マニュ
アル」により，精神科救急に関する電話相談に応じま
す。
　イ　自殺企図など精神科の受診が必要な場合は，
受診先を調整します。
・救急告示病院等に搬送された自殺未遂者や精神障
害者について，精神科医のいない状況でも安全な初
期治療ができることを目指して実施されるPEEC
（Psychiatric　Evaluation　in　Emergency　Care）研修
会の開催を支援します。

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課

２　ハイリスク者（自殺未遂者等）に対する取組

くらし保
健福祉

部

高齢者
生き生き
推進課
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

18
精神科救急医療
地域支援体制強
化事業

365日対応の１次基幹病院（精
神科救急地域拠点病院）を指
定し，処遇困難等により当番
病院で対応困難な患者の受
入や平日夜間等の診療を行え
る体制を構築

・精神保健指定医１名及び看護師，准看護師及び精
神保健福祉士のいずれか３名以上が，緊急な医療を
必要とする精神障害者の医療及び保護を行う体制
（オンコールを含む。）を整備し，かつ，それぞれの医
療従事者が当該精神障害者の診療に当たっていま
す。

19
災害派遣精神医
療チーム体制整
備事業

・運営委員会の開催（年２回）
・県内ＤＰＡＴ研修の開催（年１
回）
・国等が主催するＤＰＡＴ研
修，訓練等への参加

・自然災害等が発生した場合，被災地域の精神保健
医療機能が一時的に低下し，さらに災害ストレス等に
より新たに精神的問題が生じる等，精神保健医療へ
の需要が拡大することから，被災地域の精神保健医
療ニーズの把握，他の保健医療体制との連携，各種
関係機関等とのマネージメント，専門性の高い精神科
医療の提供と精神保健活動の支援行うDPATを派遣
します。

20
精神障害者実地
審査精神病院等
立入調査事業

精神科病院実地審査・実地指
導の実施
（５１精神科病院）

・精神科病院における患者の自殺を防止するため，病
院の取組について指導監督を行います。
・相談窓口を記載したリーフレット等を配布し，外来等
における相談窓口の周知・啓発を図ります。

21
精神障害者措置
入院事業

・措置入院による自殺企図者
等の保護
・措置入院者退院後支援によ
る自殺再発防止

・措置入院者の退院後支援に従事する研修会の中
に，自殺対策に関する内容を盛り込み，早期に気づ
き，支援を行えるようにします。

22
薬物乱用防止対
策事業

覚醒剤など違法薬物の乱用
の恐ろしさと弊害を広く県民に
周知徹底させるため，鹿児島
県薬物乱用対策推進地方本
部を設置し，関係機関，関係
団体と協力して啓発活動を
行っている。

・薬物乱用防止に関する研修会や，各種会合等にお
いて，相談先一覧等のリーフレットを配布し，県の自
殺対策に関する取組やリーフレットの活用方法につい
て周知します。

23 薬事監視事業

薬局，医薬品販売業，医療機
器販売業等の許可申請，届出
の審査を行う。また，当該業者
への立入検査を通して，医薬
品等の適正な保管及び供給
についての指導及び取り締ま
りを行う。
「薬と健康の週間」などを活用
し，県民に薬の正しい知識を
啓発する。
一般用医薬品の販売に従事
する「登録販売者」の試験・登
録を行う。

・薬局において，濫用等のおそれのある医薬品や睡
眠剤，鎮痛剤の販売・授与にあたっては，相手方から
使用目的等を確認するなど，医薬品の適正使用の推
進を図ります。

24
毒物劇物取締事
業

毒物劇物製造業，販売業及び
特定毒物研究者等の登録，更
新，各種届出の処理及び施設
調査を行う。
毒物劇物取扱者試験を実施
する。
毒物劇物取扱者に対して，指
導取締りを行い，毒物劇物の
取扱いの適正化や事故等の
未然防止を図る。

・毒物劇物販売業者については，毒物・劇物の販売・
授与にあたっては，相手方から使用目的等を確認す
るなど，毒物・劇物の適正使用の推進を図ります。

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

25
ハイリスク母子保
健対策事業

産後うつや育児不安等を抱え
るハイリスク妊産婦等に対し
て，市町村と連携して保健所
が訪問・面接・電話等による支
援を実施。
支援関係者とのケース検討会
や連絡会を開催し，地域での
支援体制の構築を図る。

・産後うつや育児不安等を抱えるハイリスク妊産婦等
に対して，市町村と連携し，訪問等による支援を行い
ます。
・ハイリスク妊産婦等について，産科医療機関や市町
村等関係機関と連携したケース検討会等を開催しま
す。
・産後うつ病の予防や新生児への虐待予防等を図る
ため，母体の身体機能の回復や精神状態の把握等を
行う産婦健康診査について，市町村における取組を
促進します。

26
産前から産後の
切れ目ない支援
強化事業

保健師や助産師など専門職
の資質向上を目的とした研修
会を開催する。

・研修等の内容に妊産婦のメンタルヘルスに関する内
容を盛り込むようにします。
・産婦健康診査事業の取組状況や好事例について情
報提供します。

27
地域子ども・子育
て支援事業

地域の子ども・子育て支援の
充実を図るため，市町村が行
う多様な保育サービスの提供
に助成する。

・子育てに関する相談，情報の提供，助言などを行う
地域子育て支援拠点の設置運営など，市町村の子育
て支援策を促進します。

子育て
支援課

28
公園維持管理事
業

県立公園（吉野・吹上浜海浜・
大隅広域・石橋記念・北薩広
域公園，谷山緑地）の維持管
理に要する経費

・公園管理職員による単独来園者へのあいさつや声
かけを積極的に行います。

土木部
都市計
画課

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課

薬務課
くらし保
健福祉

部

くらし保
健福祉

部

子ども家
庭課
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

29
警察安全相談の
受理

トラブル，病気等の悩みを抱え
た相談者に対し，対処方法，
関係機関の教示，助言等を行
う

・機会を見て相談業務に従事する職員をゲートキー
パー研修に参加させて，自殺兆候の把握方法やその
際の対処法を学び，相談者の自殺リスクの早期把握
に務め，関係機関と連携し相談者の自殺の未然防止
を図ります。

警察本
部

総務課

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

30
「郷土（ふるさと）
に学び・育む青少
年運動」推進事業

青少年の自立の精神と豊かな
感性のかん養，国際的感覚や
ふるさとを愛する心の醸成を
目的とした青少年育成県民運
動を推進する。

・青少年問題協議会において，青少年の指導，育成，
保護及び矯正に関する総合的施策について協議しま
す。

31
青少年環境づくり
推進事業

有害環境から青少年を守るた
め，県青少年保護育成条例に
基づく立入調査の実施，青少
年保護育成審議会や青少年
環境づくり懇談会の開催など，
学校や地域，関係団体等と連
携した社会環境づくりを推進
する。

・インターネットを介した有害情報との接触や性被害
の防止を図るため，県青少年保護育成条例に基づ
き，フィルタリングの利用促進等に取り組みます。

32
若者自立支援対
策推進事業

不登校，ひきこもり，ニート，フ
リーターなどの総合相談窓口
である「かごしま子ども・若者
総合相談センター」や支援地
域協議会の運営及び支援活
動などを行う。

・不登校やひきこもりなど，自殺につながる可能性の
ある相談に適切に対応するため，各種研修会等へ参
加させるなどして相談員の資質を向上させ，「かごし
ま子ども・若者総合相談センター」の相談体制の充実
を図ります。また，ＮＰＯ等関係機関・団体との一層の
連携を進め，訪問支援や居場所づくりなどの支援に
取り組みます。

33
子どもたちの男女
共同参画学びの
広場推進事業

子どもの頃から男女共同参画
についての理解を深めるた
め，学校，家庭，地域が一体と
なった取組を推進する。
・小・中学生を対象としたワー
クショップや，教職員，保護
者，地域の方々を対象とした
セミナー等の開催
・教職員と教職員を目指す学
生等を対象とした人材養成講
座の開催

・性別による固定的な役割分担意識やＤＶは日常生
活に重圧を与え，自殺のリスクにつながる可能性があ
ります。
・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。

男女共
同参画

室

34

医療的ケア児等
総合支援事業（医
療的ケア児等コー
ディネーター養成
研修等事業）

医療的ケア児等コーディネー
ターや支援者の養成研修を行
うなど，医療的ケア児やその
家族が地域で安心して暮らし
ていける環境づくりに努める。

・医療的ケア児の支援者に対して基礎知識やノウハ
ウ等についての研修を行うほか，医療的ケア児等が
必要とする多分野にまたがる支援を総合調整する医
療的ケア児等コーディネーターを養成します。

35

医療的ケア児等
総合支援事業（医
療的ケア児支援
センター事業)

医療的ケア児等支援センター
が医療的ケア児及びその家族
等からの相談対応を一元的に
担うほか，地域での支援が円
滑に行われるよう関係機関の
連絡調整等を行う。

・医療的ケア児等支援センターが，一元的な相談窓口
として医療的ケア児及びその家族等からの相談対応
を行うほか，地域での支援が円滑に行われるよう関
係機関の連絡調整等を行うことで，医療的ケア児及
びその家族等が地域で安心して暮らしていけるよう取
り組みます。
・相談対応の際には，必要に応じて自殺対策に係る
相談先一覧等のリーフレットを手渡すなど，適切な相
談機関を案内します。

36
市町村地域障害
児支援事業

地域全体で障害児に提供する
支援の質を高め，障害児の支
援体制の強化，また医療的ケ
ア児等の地域生活支援の向
上を図る。

・在宅の重度心身障害児等の家族等への負担軽減
が図られることにより，自殺リスクを軽減することにつ
ながる可能性があります。

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

37
こども総合療育セ
ンター運営事業

障害児全般にわたる総合相談
窓口を備え，発達障害児，知
的障害児及び肢体不自由児
に対して，外来による診療・療
育を行うほか，来所が困難な
離島及び遠隔地の心身障害
児を主な対象に巡回療育相談
を行う。

・相談対応の際に，必要に応じて相談先一覧等のリー
フレットを手渡すなど，適切な相談機関を案内します。
・支援者向けの研修の際に，必要に応じて相談窓口
を記載したリーフレットを研修受講者に配布します。

38
児童発達支援利
用者負担軽減対
策事業

認定こども園・幼稚園・保育所
に在籍しながら児童発達支援
を利用している児童の保護者
に対し，経済的な負担軽減を
図るため，利用者負担額の一
部を助成する。

・保育所等に在籍しながら児童発達支援を利用してい
る児童の保護者には，二重の経済的負担が生じてい
ることから，経済的理由により児童発達支援の利用を
諦めることがないよう，利用者負担額の一部を助成
し，経済的な負担軽減を図ります。

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課

くらし保
健福祉

部

障害福
祉課

青少年
男女共
同参画

課

男女共
同参画

局

３　子ども・若者に対する取組
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

39
女性健康支援セ
ンター事業

・思春期から更年期に至る女
性の健康に関する相談窓口を
設置
一般健康相談窓口：県保健所
専門相談窓口：県助産師会
・思春期健康教育の実施

・思春期から更年期に至る女性に対し，婦人科疾患
や更年期障害，妊娠・出産についての悩み等に関す
る相談窓口を設置し，女性の健康を支援します。

子ども
家庭課

40
子ども食堂立上げ
応援プロジェクト

子ども食堂の更なる普及を図
るため，新規開設のきっかけ
づくりのための子ども食堂の
出張開催や新規開設に要する
経費の助成，周知啓発など，
子ども食堂を総合的に支援す
る。

・困難を抱える子どもたちや親を含め，多世代交流や
地域における居場所となる子ども食堂への支援に取
り組みます。
・子どもの生活支援対策や子ども食堂の情報を掲載
したリーフレット等を作成し，子ども食堂等へ配布しま
す。

子育て
支援課

41
子ども・家庭１１０
番設置事業

児童の健全育成のために，県
全域の児童及びその家庭に
関する問題について，電話に
よる相談・援助活動を行う。

・子育てに関する不安や子ども自身の悩みに関する
相談に対応します。

42
家庭児童相談室
設置事業

家庭における適正な児童の養
育，その他家庭児童福祉の向
上を図るため，家庭児童相談
室を地域振興局等に設置し，
社会福祉主事及び家庭相談
員が児童の各種相談に応じ
る。

・家庭での育児養育の方法や，児童と家庭との人間
関係に関する相談に対応します。

43
地域子育て支援
センター職員等研
修事業

複雑・多様化する子育て環境
や親のニーズに対応するた
め，拠点従事職員の資質の向
上を図る。

・研修時に相談窓口を記載したリーフレット等を研修
受講者へ配布します。

44
児童健全育成対
策事業

放課後児童クラブの設置促進
や放課後児童支援員認定資
格研修等の実施

・放課後児童支援員等を対象とした研修において，相
談窓口を記載したリーフレット等を研修受講者へ配布
します。

45
若者就職サポート
センター管理運営
事業

若年者の雇用環境の改善を
図るため，「若者就職サポート
センター」を設置して，就職情
報の提供や職業相談等を実
施する。

・「若者就職サポートセンター」に，自殺対策に関する
相談先情報を掲載したリーフレット（障害福祉課作成）
を設置することで，相談先情報の周知を行います。

商工労
働水産

部

産業人
材確保・
移住促
進課

不登校やいじめの問題など児
童生徒を取り巻く様々な状況
に適切に対応するため，専門
家等の活用や各学校における
啓発等を通じて，生徒指導上
の問題行動の解決を図る。

・臨床心理士をスクールカウンセラースーパーバイ
ザーとして，県教育庁内に配置し，専門的な見地から
の助言等により，生徒指導上の諸課題に対応すると
ともに，必要に応じて学校への緊急派遣や困難事案
への対応や情報収集を行います。
・小・中・高校・特別支援学校の不登校や，いじめなど
の問題行動の未然防止や早期発見・早期解決を図る
ため，全ての公立の小・中学校，県立高校，特別支援
学校に派遣します。
・県立学校にかかる事案及び市町村立学校における
困難事案について，広域スクールソーシャルワーカー
を派遣し，福祉等関係機関との連携により児童生徒
の置かれた様々な環境の問題へ働きかけて支援を行
います。
・いじめの早期発見や早期対応等について記載した
「いじめ対策リーフレット家庭用」を県のホームページ
に掲載し，保護者に周知します。

義務教
育課・高
校教育
課・特別
支援教
育課

重大事態発生時のいじめ防止
等対策委員会による調査及び
いじめ問題対策連絡協議会の
設置及び運営を行う。

・いじめ問題対策連絡協議会において，いじめの防止
等に関して関係機関及び団体との連携を図る。
・いじめ問題対策連絡協議会において，いじめの防止
等に関して関係機関及び団体との連携を図ります。

高校教
育課・特
別支援
教育課

誰もが自殺に追い込まれるこ
とのない社会の実現のため，
児童生徒が悩みを抱えたとき
に相談できる体制を整えるとと
もにSOSの出し方に関する教
育を行うことで，児童生徒の自
殺の未然防止を図る。

・高等学校に臨床心理士等を派遣し，自殺の未然防
止に関する職員研修を実施するとともに，生徒の悩み
等に対応するため相談の場を設定します。
・県内の公立中学校，高等学校，特別支援学校等の
生徒を対象にSNSを活用した，命に関わることなど
様々な悩みの相談・通報窓口を設置します。
・児童生徒が問題や悩みを抱えた時にどのような方
法で助けを求めるかなど具体的かつ実践的な方法を
学ぶ機会を提供するSOSの出し方に関する教育を行
うとともに，教職員や保護者に対するSOSの受け取め
方についても啓発を行います。

義務教
育課・高
校教育
課・特別
支援教
育課

47
かごしま教育ホッ
トライン24(総合教
育センター)

幼児児童生徒，保護者や教育
関係者などに対して，関係機
関と連携を図り教育相談を行
うとともに電話相談については
24時間体制を整備する。

・いじめや不登校等に悩む児童生徒や保護者等が，
夜間・休日も含めて24時間いつでも相談できる体制を
整備し，問題の早期対応，早期解決を図ります。

教育委
員会

義務教
育課

くらし保
健福祉

部

46
生徒指導対策総
合推進事業

子育て
支援課

教育委
員会

子ども
家庭課

くらし保
健福祉

部
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

48
人権教育研修事
業

採用2年目の全ての教職員等
を対象とした研修会の開催
や，人権教育に関する各種研
修会へ教職員等を参加させる
など，教職員等の人権問題に
対する正しい理解と認識を深
める。

・人権教育の視点から研修等の内容に自殺対策に関
する内容を盛り込むようにします。

49
人権教育推進事
業

学校の管理職や人権教育担
当者等を対象とした研修会の
開催や，人権教育資料を作成
し全教育関係職員に配布する
など，学校等における人権教
育を推進する。

・人権教育の視点から研修等の内容に自殺対策に関
する内容を盛り込むようにします。

50
人権教育開発事
業

国の委託を受け，学校，家
庭，地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取組を行
う地域や，人権教育の実践的
な研究を推進する研究指定校
を配置し，その研究成果を県
内外に普及する。

・人権教育の視点から研修等の内容に自殺対策に関
する内容を盛り込むよう依頼します。

51
少年非行防止・保
護総合対策事業

非行問題やいじめなどの少年
に関する悩みごと相談に対
し，助言等を行う

・人身安全・少年課少年サポートセンターにおいて実
施しているヤングテレフォンなどの少年相談活動によ
り，自殺のおそれ事案の早期把握をするとともに，少
年や保護者に対する助言を実施します。

警察本
部

人身安
全・少年

課

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

52
きらめき職員・職
場づくり事業

・新規採用職員研修（前期・後
期）
・一般職員研修
・主査研修
・新任係長研修
・新任課長補佐研修
・新任課長級研修

・職員階層別研修において，メンタルヘルスに対する
基礎知識等を学ぶ場を提供します。

総務部
行政経
営推進

室

53
職場におけるジェ
ンダー平等推進
事業

企業経営者等を対象とした
フォーラムの開催，女性活躍
に積極的に取り組む企業の表
彰を通して，男女がともに働き
やすい職場づくりを推進

・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。

54
県女性活躍推進
会議事業

経済団体や行政等の多様な
主体で構成する鹿児島県女性
活躍推進会議の活動を通じ
て，女性の活躍推進に向けた
取組を推進するとともに，市町
村の取組を支援する。

・会議等において，自殺対策に関連するテーマが扱わ
れる際に，出席者に相談先一覧等のリーフレット等を
配付します。

55
困難を抱える女性
のくらし・しごとサ
ポート事業

生活上の様々な困難を抱える
女性の就労や社会参加に向
けた支援を図るため，民生委
員等関係者を対象に県内各
地で開催される研修会に講師
を派遣を派遣するほか，専門
の相談員による相談対応を行
う。

・性別による固定的な役割分担意識は日常生活に重
圧を与え，自殺のリスクにつながる可能性がありま
す。
・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。
・民生委員等を対象にした研修会の開催及び専門の
相談員による相談対応を行うことで，相談者に寄り
添った支援ができるなど相談者の自殺リスクの低減
に寄与できる可能性があります。

56
健康寿命延伸総
合対策事業

循環器病をはじめとする生活
習慣病及びロコモティブシンド
ロームの発症・重症化を予防
し，県民の健康寿命の延伸を
図るため，関係団体や産業界
と連携して，県民の生活習慣
の改善や健康づくりを支援す
る社会環境の整備を推進す
る。

・地域保健と産業保健，学校保健等の連携により，そ
れぞれのライフステージや生活の場に応じたこころの
健康の保持・増進に努めます。

くらし保
健福祉

部

健康増
進課

57
かごしま「働き方
改革」推進事業

県内企業向けの実践講座の
開催や，「かごしま『働き方改
革』推進企業」認定制度等に
より，県内企業の「働き方改
革」に向けた積極的な取組を
促進する。

・「働き方改革」にはメンタルヘルス対策も含まれるた
め，「働き方改革」の啓発の取組に（過労死対策と同
様に）自殺対策を盛り込むことで，労働問題に関わる
自殺について啓発を行います。

58
労働問題相談事
業

課内に労働問題相談員として
社会保険労務士を配置して，
労働相談に対応する。

・相談対応時に相談者の希望に応じて，自殺対策に
関する相談先情報の提供を行います。

59
労使関係安定促
進事業

労使関係の安定促進を図るた
め，労働セミナーの開催や労
使関係の調査分析等を行う。

・労働セミナーに，（過労死対策と同様に）自殺対策に
関する内容を盛り込むことで啓発を行います。

人権同
和教育

課

商工労
働水産

部

雇用労
政課

教育委
員会

４　被雇用者・勤め人に対する取組

男女共
同参画

局

男女共
同参画

室
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

60
労使関係近代化
促進事業

労使関係の合理化等を図るた
め，「労働かごしま」の発行や
県内企業の労働条件等の実
態調査を実施する。

・隔月刊の広報誌「労働かごしま」に記事を掲載する
ことで，県民に対する啓発を行います。（障害福祉課
に紙面提供）。

商工労
働水産

部

雇用労
政課

61
メンタルヘルス講
座講師派遣事業

教職員の研修会に講師を派
遣し，メンタルヘルス講座を実
施

・精神科医師やメンタルヘルス専門家を講師として迎
え，個々に応じた心身のセルフケアの在り方や管理
職としての職場環境づくりの提案を受けたり，ストレス
やメンタルヘルスに対する基礎知識を学ぶ場を提供し
ます。

62 教職員相談事業

①　教職員よろず相談
　　教職員とその家族等の
様々な悩み相談に，面接や電
話・文書・メールで相談員が対
応
②　メンタルヘルス相談
　　教職員とその家族等のここ
ろの健康についての相談に，
面接や電話でメンタルヘルス
カウンセラー（精神科医師）が
対応

・経験豊富な相談員等から家庭生活や職場における
精神的・経済的な悩み等諸問題についてアドバイスを
受けることができる「教職員よろず相談」や，精神科医
師による「メンタルヘルス相談」を実施するとともに，
県のホームページに相談先を掲載するなどして事業
の周知を推進します。

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

63
滞納整理対策事
業

滞納者への催告や差押え等
の滞納処分の実施

・県税滞納者との納税相談において，生活困窮者と思
われる事案については，地方税法第１５条の７各号に
基づく，滞納処分の執行停止を検討するほか，債務
整理の必要がある場合においては，法テラス等への
相談を案内し，滞納者の生活再建を促します。
・各地域振興局・支庁に相談先一覧等のリーフレット
を準備し，必要に応じて相談者等に配布します。

64
県税賦課徴収事
業

県税の賦課徴収及び広報等

・県税滞納者との納税相談において，生活困窮者と思
われる事案については，地方税法第１５条の７各号に
基づく，滞納処分の執行停止を検討するほか，債務
整理の必要がある場合においては，法テラス等への
相談を案内し，滞納者の生活再建を促します。
・各地域振興局・支庁に相談先一覧等のリーフレット
を準備し，必要に応じて相談者等に配布します。

65 多重債務者対策

・消費生活センター等における
多重債務相談の受付
・多重債務者対策庁内連絡会
議の開催
・鹿児島県多重債務・ヤミ金融
等対策協議会の開催
・借金・債務整理に関する無料
法律相談会の開催

・多重債務についての相談受付や多重債務問題に関
する啓発を行うほか，「多重債務者対策庁内連絡会
議」及び関係機関・団体で構成する「鹿児島県多重債
務・ヤミ金融等対策協議会」において，情報交換等を
行うとともに，連携して問題の解決に取り組みます。
・借金・債務整理に関する無料法律相談会を開催し，
無料法律相談のほか，精神保健福祉窓口と連携し，
多重債務やギャンブル等依存症により精神的な不安
を抱えている方を対象とした「こころの悩み相談」を行
います。

男女共
同参画

局

消費者
行政

推進室

66
生活困窮者自立
支援事業

生活困窮者からの相談に対応
して支援プランを作成し，関係
機関との連携により就労支援
等を実施する。

・自立相談支援機関において，自殺リスクの高い住民
情報を把握した際に，自殺対策関連リーフレットを配
布するとともに，必要に応じて自殺対策窓口へ同行す
るなど，相互に連携を図り適切に支援します。

社会福
祉課

67
障害者施設等工
賃向上計画推進
事業

県工賃向上計画に基づき就労
支援事業所の工賃水準の向
上を図るため，事業所等が連
携・協働して組織する共同受
注窓口における情報提供体制
の整備や障害者就労施設の
農業分野への参入等の支援
を行う。

・経済的要因による自殺の減少に資するため，県工
賃向上計画に基づき，就労支援事業所の工賃水準の
向上を図ります。

68
障害者就業・生活
支援センター運営
事業

障害者の自立を促進するた
め，職場への定着が困難な障
害者や就業経験のない障害
者に対し，就業や就業に伴う
日常生活・社会生活上の支援
を行う。

・就業に伴う悩みによる自殺の減少に資するため，相
談窓口を記載したリーフレットを窓口に置きます。

総務福
利課

教育委
員会

５　生活困窮者に対する取組

総務部 税務課

障害福
祉課

くらし保
健福祉

部
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番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

69
児童扶養手当給
付事業

父又は母と生計を同じくしてい
ない児童が育成される家庭の
生活の安定と自立の促進に寄
与するため，児童扶養手当を
支給する。

・ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し，児童
の福祉の増進を図るため，父又は母と生計を同じくし
ていない児童を監護又は養育する者に手当を支給し
ます。

70
ひとり親家庭等就
労支援対策事業

【ひとり親家庭等就業・自立支
援センター事業】
・就業支援員を配置し，無料
職業紹介事業所として職の紹
介，情報提供を行うほか，就
業支援講習会を実施する。
・養育費や面会交流等に関す
る無料相談
【ひとり親家庭自立支援給付
金事業】
・ひとり親家庭の主体的な職
業能力開発の取組に対し，給
付金を支給する。
【ひとり親家庭高等職業訓練
促進資金貸付事業】
・就職に有利な資格の取得を
目指すため，高等職業訓練促
進給付金を活用するひとり親
家庭の親に対し，必要な資金
の貸付を行う。

【ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業】
・ひとり親家庭の自立を支援するため，ひとり親家庭
の親に対して，就業に関する指導や助言を行うととも
に，就業支援講習会等を開催します。
【ひとり親家庭自立支援給付金事業】
・ひとり親家庭の親の就業を促進するため，職業能力
開発の講座受講料の一部や養成機関での資格取得
期間中の生活費の一部を支給します。
【ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業】
・ひとり親家庭の自立促進を図るため，高等職業訓練
促進給付金を活用して養成機関に在学し，就職に有
利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に対し
て，入学準備金及び就職準備金の貸付けを行いま
す。

71 小規模対策事業

・経営指導員等を設置して行う
巡回・窓口相談，講習会等に
よる指導
・研修の開催等による経営指
導員の資質向上

・商工会等による巡回・窓口相談指導及び，経営安定
特別相談室において，倒産のおそれのある事業者等
からの相談への対応を行うほか，自殺対策に関する
相談先の情報を，事業者向け講習会等におけるリー
フレット配布等により周知を行います。

72
中小企業連携組
織推進指導事業

・組合の設立支援，組合運営
の指導及び助言
・専門家を活用した講習会及
びセミナーの開催
・専門研修の受講による中央
会職員の資質向上

・経営に関する様々な課題を抱える事業者や事業協
同組合等からの相談への対応等を行うほか，自殺対
策に関する相談先の情報を，事業協同組合等向け講
習会等におけるリーフレット配布等により周知を行い
ます。

番号 事業名 概要 自殺対策に資する取組内容 部局 担当課

73
配偶者等からの
暴力対策推進事
業

配偶者からの暴力の防止及び
被害者支援のため，県民に対
する広報・啓発を行うととも
に，配偶者暴力相談センター
に助言や支援を行うコーディ
ネーターを派遣するなど，相談
体制の充実を図る。

・性別による固定的な役割分担意識やＤＶは日常生
活に重圧を与え，自殺のリスクにつながる可能性があ
ります。
・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。
・相談員に対する助言・支援を行うことで，相談者に寄
り添った支援ができるなど相談者の自殺リスクの低減
に寄与できる可能性があります。
・配偶者等からの暴力被害者の多様なニーズに対応
できる相談体制の整備を進めるなど，被害者支援の
更なる充実を図ります。

74
困難を抱える女性
のくらし・しごとサ
ポート事業

生活上の様々な困難を抱える
女性の就労や社会参加に向
けた支援を図るため，民生委
員等関係者を対象に県内各
地で開催される研修会に講師
を派遣を派遣するほか，専門
の相談員による相談対応を行
う。

・性別による固定的な役割分担意識は日常生活に重
圧を与え，自殺のリスクにつながる可能性がありま
す。
・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。
・民生委員等を対象にした研修会の開催及び専門の
相談員による相談対応を行うことで，相談者に寄り
添った支援ができるなど相談者の自殺リスクの低減
に寄与できる可能性があります。

75
女性のエンパワー
メント事業

様々な分野での女性の参画を
促進するため，各種セミナーを
開催し，能力向上やネットワー
クの構築を支援する。

・セミナー等において，自殺対策に関連するテーマが
扱われる際に，参加者に相談先一覧等のリーフレット
等を配付します。

76
「かごぷれホットラ
イン」オンライン相
談支援事業

孤立感や不安を抱えた若年妊
婦等が身近に相談できるオン
ライン相談窓口を設置し，妊
娠等に関する正しい情報の提
供や予期しない妊娠等への相
談支援を行う。

孤立感や不安を抱えた若年妊婦等が身近に相談でき
るオンライン相談窓口である「かごぷれホットライン」を
設置し，予期しない妊娠等への相談支援を行うととも
に，支援が必要な妊産婦に対して，医療機関や市町
村等の関係機関と連携して支援を行います。

77
配偶者暴力相談
支援対策事業

配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護のため，各般の
相談に応じ，必要な指導，一
時保護，情報の提供その他の
援助等を行う。

・配偶者からの暴力の被害者をはじめ，困難な問題を
抱える女性からの相談を受けるとともに，必要に応じ
て，保護等を行います。
・相談窓口を紹介するカード型のリーフレットを作成
し，公共施設，学校及び商業施設等に設置し，広く周
知を図ります。

くらし保
健福祉

部

子ども家
庭課

男女共
同参画

局

男女共
同参画

室

６　女性に対する取組

子ども家
庭課

商工労
働水産

部

商工政
策課

くらし保
健福祉

部
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主に鹿児島県自殺対策リーフレットに記載されている相談窓口の一部を掲載しています。
分野 相談窓口 電話番号等 相談内容

県精神保健福祉センター 099-218-4755
さまざまなこころの悩み，依存症等につい
ての相談

こころの電話
099-228-9566
099-228-9567

精神的不安等，心の悩みごとに関する相
談

鹿児島いのちの電話 099-250-7000
自殺などのさまざまな困難を抱え，ひとり
悩む方々の相談

自殺予防情報センター 099-228-9558
自殺を考えている方の相談，大切な人を
自死によって亡くされた方の相談　等

県精神保健福祉センター 099-218-4755 思春期相談（精神科医）
中央児童相談所 099-264-3003
大隅児童相談所 0994-43-7011
大島児童相談所 0997-53-6070
子ども・家庭110番 099-275-4152 子育て，非行，いじめ・不登校等の相談
かごしま子ども・若者総合相談
センター（ひきこもり地域支援セ
ンター）

099-257-8230
不登校，ひきこもり，ニート，フリーター，ヤ
ングケアラー等の相談

かごしま教育ホットライン24 0120-783-574 いじめ，不登校，子どもに関する相談

NPO法人ネットポリス鹿児島
スマートフォンアプ
リ「LINE」のID検索
ID：meyasubako

若年層（39歳以下）に関するさまざまな悩
み

県男女共同参画センター 099-221-6630
性別に起因する，夫婦・家庭・  生き方の
悩み，DV等の相談

県女性相談センター 099-222-1467 暴力などを受けている女子等の相談
女性の人権ホットライン 0570-070-810 女性をめぐる人権問題（DV，セクハラ等）

高齢者に
関する相
談

認知症に関すること，高齢者やその家族
の方々の心配ごと，悩みごと

鹿児島県消費生活センター 099-224-0999
多重債務等の相談，その他消費生活全般
に関する相談

大島消費生活相談所 0997-52-0999
多重債務等の相談，その他消費生活全般
に関する相談

九州財務局鹿児島財務事務所 099-227-5279 多重債務等の相談
県弁護士会 099-226-3765 多重債務等の相談
県司法書士会 099-256-0335 多重債務等の相談
鹿児島労働局総合労働相談
コーナー

099-223-8239

鹿児島総合労働相談コーナー 099-214-9175
鹿屋総合労働相談コーナー 0994-43-3385
川内総合労働相談コーナー 0994-22-3225
加治木総合労働相談コーナー 0995-63-2035
名瀬総合労働相談コーナー 0997-52-0574

就業に関する相談
職業相談，職業紹介，求人受付，障害者
に対する職業相談，職業訓練の相談　等

鹿児島産業保健総合支援セン
ター

099-252-8002 産業保健相談員による相談

男女間の
問題に関
する相談

相談窓口一覧

最寄りのハローワーク

こころの
健康に関
する相談

多重債務
に関する

相談

養護，育成，非行，心身障害，里親等の子
どもに関する相談

青少年，
子どもに
関する相

談

個々の労働者と事業主と間の民事的なト
ラブルの相談
解雇，雇止め，配置転換，いじめ，いやが
らせ，労災保険等に関する相談　等

労働に関
する相談

最寄りの地域包括支援センター
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分野 相談窓口 電話番号等 相談内容

県難病相談・支援センター 099-218-3133
療養上の悩みや不安等に関する相談，各
種公的手続き，就労等に関する相談

ハートピアかごしま（身体障害
者更生相談所）

099-229-2324
身体障害者手帳，補装具，更生医療の相
談

障害者110番 099-228-6000 障害者・その家族の不安や悩みの相談
県高次脳機能障害者支援セン
ター

099-228-9568 高次脳機能障害に関する相談

県障害者権利擁護センター 099-286-5110
障害者への虐待の通報・相談，障害者及
び養護者支援のための情報提供等

県女性健康支援センター（県助
産師会）

099-210-7559
(火・木・土・日)
josei@pref.kagoshi
ma.lg.jp(随時)

妊娠(予期しない妊娠など)，出産，子育
て，ＤＶ，更年期，性行為感染症などに関
する電話・メール相談

犯罪被害者等支援総合窓口
（県くらし共生協働課）

099-286-2523
犯罪被害者等の相談内容に応じた個別相
談窓口の案内

かごしま犯罪被害者支援セン
ター
（かごしま県民交流センター）

099-226-8341
犯罪被害者等からの電話，面接相談，心
理カウンセリング

性犯罪被害110番 #8103
わいせつ，ちかん等の性犯罪被害等の相
談

鹿児島地方法務局人権擁護課 099-259-0684 人権問題に関する全般的な相談

交通事故相談所 099-285-2526
交通事故に関する相談（交通事故の損害
賠償額の算出，示談の進め方，保険の請
求に関する相談等）

性暴力被害者サポートネット
ワークかごしま「通称：
FLOWER」

099-239-8787
#8891

性犯罪・性暴力被害に関する電話相談，
面談相談等

 

その他
（人権問
題等）の

相談

身体の健
康・障害
等に関す
る相談

-59-

mailto:josei@pref.kagoshi


-60-



-61-



-62-



-63-



18 38
35 18 :32,155 :20,169

SNS

1  

PDCA

( )

4  

3  

10. 
11. 
12. 
13 . ( )

1.

2. 
( )

3. 
4. 
5. 

6 . ( )

5 

10 27
30%
( 27 18.5 13.0 ) 16.4

6 
1.

2. 

3. 
4. 

2  

P.3 4

-64-



ICT SNS
SNS ICT

WHO

4 .2.

SOS

3 .

(CDR;  Child
Death Review)

1 .

5 .

SNS

6 . 7 .

10.

SNS

8 . 9 .

11 .

SOS
SOS

SOS SOS

SNS ICT

12. 13 .

( )

-65-



24,391 

32,863 

32,155 

20,169 

21,081 

21,007 22,813 

14,078 

14,055 

13,939 9,342 

6,091 

7,026 
7,068 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

S55 (1980)
S56 (1981)
S57 (1982)
S58 (1983)
S59 (1984)
S60 (1985)
S61 (1986)
S62 (1987)
S63 (1988)
H1 (1989)
H2 (1990)
H3 (1991)
H4 (1992)
H5 (1993)
H6 (1994)
H7 (1995)
H8 (1996)
H9 (1997)
H10 (1998)
H11 (1999)
H12 (2000)
H13 (2001)
H14 (2002)
H15 (2003)
H16 (2004)
H17 (2005)
H18 (2006)
H19 (2007)
H20 (2008)
H21 (2009)
H22 (2010)
H23 (2011)
H24 (2012)
H25 (2013)
H26 (2014)
H27 (2015)
H28 (2016)
H29 (2017)
H30 (2018)
R1 (2019)
R2 (2020)
R3 (2021)

18
37%

38% 35%
H18 32,155 R 20,169

11

-66-



評 価 指 標 計画策定時 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

自殺死亡率
１９．０

（平成27年）
17.9 １７．１ １６.０ ２０．３

１４．９
（令和５年）

１３．３
（令和８年）

評価指標 計画策定時
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度
令和４年

度
評価 目標 備考

県自殺対策連絡協議会の
開催回数

１回
（平成29年度）

１回 １回 １回 １回 △
２回以上
（令和５年

度）
県実施事業

県自殺対策庁内連絡会議
の開催回数

２回
（平成29年度）

１回 ２回 １回 ０回 △
２回以上
（令和５年

度）
県実施事業

保健所における若年層向け
ゲートキーパー養成研修の
開催回数

18回
（平成29年度：
保健所全体）

７回
（保健所全

体）

７回
（保健所全

体）

９回
（保健所全

体）

９回
（保健所全

体）
△

20回以上
（令和５年

度：保健所全
体）

県実施事業

自殺対策関係者研修会
２回

（2017年度）
２回 ２回 １回 ２回 ○

２回以上
（令和５年

度）
県実施事業

県政出前セミナー開催回数 － 依頼なし 依頼なし ５回 ３回 △
５回以上
（令和５年

度）
県実施事業

「ゲートキーパー」の認知度 － 依頼なし 依頼なし － － － １／３以上※
県政出前セミ
ナーでのアン

ケート等

「自殺予防情報センター」，
「こころの電話」の認知度

－ 依頼なし 依頼なし － － － ２／３以上※
県政出前セミ
ナーでのアン

ケート等

4
生きることの促進
要因への支援

自殺未遂者支援関係者研
修会の開催回数

－ ０回 １回 １回 ０回 △
１回以上/年
（令和５年

度）
県実施事業

5
児童生徒のSOSの
出し方に関する教
育

SOSの出し方教育の開催回
数

－ ８回/年 ８回/年 ８回/年 ８回/年 ○ ８回/年 県実施事業

鹿児島県自殺対策計画に係る年間評価（Ｈ３０～Ｒ４）

１　数値目標の評価

目標値

２　評価指標に基づく評価

基本施策

1
地域におけるネット
ワークの強化

2
自殺対策を支える
人材の育成

3
住民への啓発と周
知

-67-



鹿児島県自殺対策計画に係る年間評価（Ｈ３０～Ｒ４）

指標 計画策定時
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度
令和４年

度
評価 目標 備考

退院調整に関する仕組みを
設けている二次医療圏域数

１圏域
（平成27年度）

８圏域
（R2.3末）

９圏域
（R3.3末）

９圏域
（R4.3末）

９圏域
（R5.3末）

○
９圏域

（令和２年
度）

出典：高齢者
保健福祉計
画

介護予防に資する（週1回
以上，運動を実施）住民主
体の通いの場に参加してい
る高齢者の割合

1.1％
（平成27年度）

３．７％
（R2.3末）

３．９％
（R3.3末）

３．６%
(R4.3末)

３．６%
(R4)

×
10％

（令和２年
度）

出典：高齢者
保健福祉計
画

地域ケア会議が発揮すべき
機能，構成員，スケジュー
ルを盛り込んだ開催計画に
基づき地域ケア会議を実施
している市町村数

－
32市町村
（R1.10）

33市町村
（R3.3末）

34市町村
（R4.3末）

37市町村
（R5.3末）

△
43市町村
（令和２年

度）

出典：高齢者
保健福祉計
画

自立支援・重度化防止等に
資する地域ケア個別会議を
実施している市町村数

－
41市町村
（R1.10）

37市町村
（R3.3末）

34市町村
（R4.3末）

37市町村
（R5.3末）

△
43市町村
（令和２年

度）

出典：高齢者
保健福祉計
画

認知症サポーターの養成数
157,123人

（平成30年9月
時点）

179,385人
（R2.3末）

187,249人
（R3.3末）

196,667人
（R4.3末）

204.362人
(R5.3末)

○
180,000人
（令和２年

度）

出典：高齢者
保健福祉計
画

2
生活困窮者に対す
る取組

経済・生活問題を理由とす
る自殺者数

52人
（平成27年）

31人
（Ｒ１年）

（40.4％減）

33人
（R２年）

（36.5％減）

46人
(Ｒ３年)

（11.5％減）

43人
(Ｒ４年)

（17.3％減）
△

40人以下
（令和５年）

（21％以上減
少）

自殺統計

被雇用者・勤め人の
自殺者数

83人
（平成27年）

93人
（Ｒ１年）
（12％増）

98人
（Ｒ２年）
（18％増）

88人
（Ｒ３年）

（6.2％増）

120人
（Ｒ４年）

（44.5%増）
※

－

65人以下
（令和５年）

（21％以上減
少）

自殺統計

教職員のメンタルヘルス研
修参加者の評価（アンケー
ト）

－
83．9％が
「よかった」
と回答

68.2％が「よ
かった」と回
答

89.3％が「よ
かった」と回
答

80.0％が「よ
かった」と回
答

△

94％以上が
「研修に参加
してよかっ
た」と回答

研修終了後
のアンケート

調査

若年層（39歳以下）の自殺
死亡率（人口10万対）

8.5
（平成27年）

12.3
（Ｒ１)

14.1
(Ｒ２)

11.4
(Ｒ３)

13.5
（R４）

×
6.6（2023年）
（21％以上減

少）

人口動態統
計

SOSの出し方教育の開催回
数（再掲）

－ ８回/年 ８回/年 ８回/年 ８回/年 ○ ８回/年 県実施事業

がん相談支援センターの認
知度

33.0％
（平成29年度）

－ - - － －
50％

（令和５年
度）

がん患者状
況等調査

公園管理職員研修会の開
催回数

－ ２回実施 ０回 ０回 ０回 － １回以上/年 県実施事業

1
高齢者に対する取
組

重点施策

※　令和４年から集計方法が変更となり，「被雇用者・勤め人」は「自営業・家族従事者」と併せて「有職者」となった。

3
被雇用者・勤め人
に対する取組

4
子ども・若者に対す
る取組

5
ハイリスク者（自殺
未遂者等）に対す
る取組
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